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(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 （百万円）  212,595  214,119  211,086  190,895  189,107

経常利益 （百万円）  8,532  9,357  10,083  10,111  8,523

当期純利益 （百万円）  4,444  5,045  5,275  4,872  4,722

包括利益 （百万円）  －  －  －  －  4,705

純資産額 （百万円）  63,784  67,304  69,919  72,593  75,101

総資産額 （百万円）  125,530  131,497  131,912  132,006  132,790

１株当たり純資産額 （円）  1,169.52  1,230.98  1,281.60  1,330.73  1,377.01

１株当たり当期純利益

金額 
（円）  81.50  92.51  96.72  89.34  86.58

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  50.81  51.06  52.99  54.98  56.56

自己資本利益率 （％）  7.12  7.71  7.70  6.84  6.40

株価収益率 （倍）  19.02  13.06  10.22  14.17  11.10

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  8,916  7,794  9,984  6,565  8,388

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △1,226  △3,828  △3,823  △3,274  △3,503

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △1,633  △1,882  △2,622  △2,421  △2,494

現金及び現金同等物の

期末残高 
（百万円）  17,728  19,815  23,346  24,219  26,599

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
 

 

6,343

(1,624)

 

 

6,513

(2,738)

 

 

6,465

(2,886)

 

 

6,362

(2,645)

 

 

6,237

(2,425)
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 （百万円）  210,865  203,936  198,723  187,889  186,408

経常利益 （百万円）  8,300  8,611  9,658  10,083  8,573

当期純利益 （百万円）  4,318  4,747  5,180  4,788  4,820

資本金 （百万円）  9,670  9,670  9,670  9,670  9,670

発行済株式総数 （千株）  54,540  54,540  54,540  54,540  54,540

純資産額 （百万円）  63,535  66,586  69,283  71,875  74,508

総資産額 （百万円）  123,130  127,376  128,029  129,972  130,815

１株当たり純資産額 （円）  1,164.95  1,220.88  1,270.33  1,317.87  1,366.14

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間

配当額) 

（円） 
 

 

30.00

(15.00)

 

 

40.00

(15.00)

 

 

40.00

(20.00)

 

 

40.00

(20.00)

 

 

40.00

(20.00)

１株当たり当期純利益

金額 
（円）  79.18  87.05  94.98  87.80  88.39

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  51.60  52.28  54.12  55.30  56.96

自己資本利益率 （％）  6.94  7.30  7.63  6.78  6.59

株価収益率 （倍）  19.58  13.88  10.40  14.42  10.87

配当性向 （％）  37.89  45.95  42.11  45.56  45.26

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
 

 

5,916

(1,583)

 

 

5,660

(2,461)

 

 

5,547

(2,599)

 

 

5,751

(2,453)

 

 

5,576

(2,224)
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２【沿革】

年月 事項

昭和32年３月 日電不動産株式会社として資本金５０万円で設立、損害保険の代理店業務を開始。 

昭和33年２月 設計製図業務を開始。 

昭和35年11月 社名を日本電気技術協力株式会社と改称。 

昭和36年４月 無線伝送関係調整・検査及びマイクロ波装置の保守業務を開始。 

昭和37年３月 電子計算機保守業務を開始。 

昭和40年４月 データ通信・郵便自動化機器の保守及び衛星通信装置の調整・検査業務を開始。 

昭和41年12月 社名を「日本電気エンジニアリング株式会社」と改称。 

昭和41年12月 「日電興産株式会社」を分離設立し、保険代理業務及び不動産業務をこれに譲渡。 

昭和46年11月 海外業務を開始。 

昭和47年２月 オペレーション業務を開始。 

昭和48年１月 社名を「日本電気フィールドサービス株式会社」と改称。 

昭和48年12月 コンピュータ用品の販売を開始。 

昭和49年10月 郵便自動化機器の保守業務を「日本電気郵便エンジニアリング株式会社」に譲渡。 

昭和50年６月 「日本電気エンジニアリング株式会社」を分離設立し、通信機器、電子機器の設計、検査、調整等

の業務をこれに譲渡。 

昭和50年11月 ソフトウェアメンテナンス業務を開始。 

昭和55年９月 「株式会社航空システムサービス」を設立。（当社全額出資） 

昭和56年12月 一般建設業（電気通信工事業、機械器具設置工業）の許可取得。〔東京都知事許可 般５６第 

６２２８２号〕 

昭和57年４月 個々のＩＴシステムを関連させるネットワーク事業開始。 

昭和61年12月 特定建設業（電気工事業）の許可取得。〔東京都知事許可 特６１第６２２８２号〕 

平成３年10月 ソリューションサービス事業を開始。 

平成６年６月 特定建設業（電気工事業）一般建設業（電気通信工事、管工事）の建設大臣許可を東京都知事許可

より変更取得。〔建設大臣許可 特・般６ 第１５７５５号〕 

平成８年３月 「株式会社日本オンコロジーシステム」を設立。（当社51％と米国法人バリアン社49％出資） 

平成12年４月 「ＮＥＣカスタマサービス株式会社」と合併し、社名を「ＮＥＣフィールディング株式会社」と改

称。 

平成12年５月 「日本電気エンジニアリング株式会社」及び「株式会社航空システムサービス」の保有全株式を売

却。 

平成14年１月 「エヌデック株式会社」の全株式を取得。 

平成14年９月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。 

平成15年７月 「株式会社日本オンコロジーシステム」の保有全株式を売却。 

平成16年６月  国連が提唱する「グローバル・コンパクト」に参加。 

平成17年３月 「フィールディングサポートクルー株式会社（現 ＮＥＣフィールディングサポートクルー株式会

社）」を設立。（当社全額出資） 

平成17年３月 「ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司」を設立。（平成18年12月、当社全額出資） 

平成18年１月 一般建設業（内装仕上工事業）の許可取得。〔国土交通大臣許可 般１７第１５７５５号〕 

平成19年６月 「フィールディングシステムテクノロジー株式会社（現 ＮＥＣフィールディングシステムテクノロ

ジー株式会社）」を設立。（当社全額出資） 

平成19年７月 「ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社」の株式の66.66％を取得。 

平成21年４月 「ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社」を吸収合併。 

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 3 -



当社の企業集団は、当社、当社の親会社である日本電気株式会社及び当社の連結子会社であるエヌデック株式会

社、ＮＥＣフィールディングサポートクルー株式会社、ＮＥＣフィールディングシステムテクノロジー株式会社、Ｎ

ＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司により構成されております。（注１） 

当社グループ（当社及び連結子会社）の事業活動は、主にお客さまの現場で稼動しているＩＴシステム（注２）の

安定稼動、最適で快適な活用を目的とした「ＩＴサポートサービス」（注３）を提供することであり、次の２つの事

業を展開しております。  

（プロアクティブ・メンテナンス事業） 

①保守サービス 

ＩＴシステムに関する保守・修理サービスを提供します。 

（フィールディング・ソリューション事業） 

①システム展開サービス 

ＩＴシステムの導入支援、セットアップ、移設、増設、撤去作業並びにネットワークシステム構築、及び電源・

空調・耐震設備・セキュリティシステム等の設置サービスを提供します。 

②サプライサービス 

コンピュータ用品、ＯＡ機器、ソフトウェア等を販売します。 

③運用サポートサービス 

ＩＴシステムの運用・管理代行等のサポートサービスを提供します。  

（注１）前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりました日電飛鼎克系統集成技術（北京）有限公司は、平成22

年４月30日に同社に対する持分を北京嘉潤天地科技有限公司に譲渡したため、当連結会計年度より連結の

範囲から除いております。 

（注２）ＩＴシステムとは、コンピュータ機器（ハードウェア／ソフトウェア）とネットワークを融合し、情報を

適切に処理（保存・管理・交換）するための仕組み全般のことを指します。 

（注３）ＩＴサポートサービスとは、お客さまがＩＴシステムを快適に活用するために、企画・設計から導入・構

築、運用・保守に至るすべてのフェーズにおいて各種のサポートとサービスを提供することです。  

３【事業の内容】
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 なお、事業の系統図は次のとおりであります。 
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平成23年３月31日現在

（注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が日本トラ

スティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）に対し、当

該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、67.11％の内数を示したものであります。 

  

  

４【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金

(百万円) 
主要な事業内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％） 

関係内容

（親会社） 

  

日本電気株式会社 

（注）１ 
東京都港区  397,199

ＩＴ／ＮＷソリュー

ション事業、モバイ

ル／パーソナルソリ

ューション事業、エ

レクトロンデバイス

事業等 

被所有 

67.11

(29.88) 

（注）２ 

・機器の保守・修理及び設

置等を受託 

・保守部品、サプライ品

（消耗品）等の仕入 

・役員の兼任あり 

（当該会社の従業員が当

社非常勤役員を兼任） 

兼任役員３名 

（連結子会社） 

  

エヌデック株式会社 
東京都荒川区 90 

ＩＴシステム及び電

源設備の設計、構

築、設置、展開、工

事、保守、運用 

100 

・システム展開サービスの

施工を委託 

・役員の兼任あり 

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員及び従業員

が兼任） 

兼任役員６名 

（連結子会社） 

  
ＮＥＣフィールディ

ングサポートクルー

株式会社 
東京都港区  50

ＩＴシステムの保守

と関連業務及びソリ

ューション業務並び

に事務支援業務の受

託  

100 

・ＩＴシステムに係る保守

関連業務等を委託 

・役員の兼任あり 

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員及び従業員

が兼任） 

兼任役員３名 

（連結子会社） 

  
ＮＥＣフィールディ

ングシステムテクノ

ロジー株式会社 
東京都港区  90

ＩＴシステムの利用

に関する客先駐在型

を主とした運用サポ

ートサービスの提

供  

100 

・運用サポート業務等を委

託 

・役員の兼任あり 

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員及び従業員

が兼任） 

兼任役員５名 

（連結子会社） 

  
ＮＥＣ飛鼎克信息技

術服務（北京）有限

公司 中国北京市 
万米ドル 

209.4 

ＩＴシステム及び関

連する付帯設備の保

守、設置、コンサル

ティング、訓練、技

術開発、サービス、

設計、工事、販売  

100 

・運用サポート（コールセ

ンター）業務を委託 

・役員の兼任あり 

（当社の役員及び従業員

が兼任） 

兼任役員５名 

（常勤２名、非常勤３

名） 
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(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材会社

からの派遣社員で、常用パートは除いております。）は（ ）内に年間平均雇用人員を外数で記載しており

ます。なお、当該臨時雇用者数には、当社グループ内の派遣社員を含んでおります。 

２．当社グループは、セグメントごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数のセグメントに従事

しております。 

３．全社（共通）には、特定の事業に区分できない管理部門に所属している従業員数を記載しております。 

(2）提出会社の状況 

  

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（派遣社員）は（ ）内に年間平均雇用人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．臨時雇用者の平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与については把握しておりませんので、当社従業員のみ

で算定しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会 ＮＥＣグループ労働組合連合会 ＮＥＣ

フィールディング労働組合と称し、当社本社に事務所が置かれ、平成23年３月31日現在における組合員数は、

4,243人であります。 

 なお、労使関係は安定しております。 

  

５【従業員の状況】

  平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従  業  員  数  （人） 

保守サービス 

システム展開サービス 
 5,818  (2,403)

サプライサービス 

運用サポートサービス 

全社（共通）  419  (22)

合計  6,237  (2,425)

  平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 5,576  (2,224)  42.0  20.6  6,836,170

セグメントの名称 従  業  員  数  （人） 

保守サービス 

システム展開サービス 
 5,157  (2,202)

サプライサービス 

運用サポートサービス 

全社（共通）  419  (22)

合計  5,576  (2,224)
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(1）業績 

    平成23年３月期の連結業績（売上高・経常利益）                （金額単位：百万円） 

（売上高、経常利益におけるパーセント表示は、対前期増減率）  

   当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期では、主にアジア圏を中心とした輸出の増加に加え、エコポイ

ントやエコカー補助金などの政策効果による個人消費の増加により、景気回復の動きが見られました。下半期で

は、政策効果の反動減や円高進行による輸出の減速が影響したものの、踊り場の局面を経て回復基調を取り戻し

つつありました。しかしながら、本格的な景気回復には至らないまま、3月11日に発生した東日本大震災の影響を

受け、厳しい状況となりました。 

   当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場においては、クラウドの活用やサーバ仮想化

をはじめとするＩＴコスト削減を目的とした分野で需要が増加しました。しかし、全体的には景気の影響による

ＩＴ設備投資の抑制と顧客ニーズの多様化やコモディティ化による企業間価格競争が継続し、依然として厳しい

状況が続きました。 

   このような環境の中、当社グループはＣＳ（Customer Satisfaction：お客さま満足）とＣＳＲ（Corporate 

Social Responsibility：企業の社会的責任）を経営の基軸とした事業運営を積極的に実践するとともに、サポー

トサービス事業の担い手である「ひと」を財産と捉え「人財」に対する戦略を強化し、さらに継続した費用構造

改革を推進することで堅実な成長の実現に向けた活動を展開してまいりました。 

   当連結会計年度における売上高は、1,891億7百万円（前期比0.9%減）となりました。これは、主に保守サービ

スでの自主契約促進活動による契約保守とソフトサポートやシステム展開サービスでのクラウド／仮想化領域に

加え、サプライサービスでのインターネットショップ「い～るでぃんぐ」と複数の大型案件獲得による増収はあ

りましたが、その他の領域については、景気の影響による需要の回復が弱いことに加え、東日本大震災の影響に

よるユーザー指示の作業中断や出荷機器供給遅れなどによるものです。 

   経常利益は、85億23百万円（前期比15.7%減）となりました。これは、原価低減活動や全社共通費等の改善はあ

りましたが、利益率の高い保守サービス全体での減収と利益率の低いサプライサービスでの増収による利益構造

の変化に加え、東日本大震災の影響によるものです。 

   当期純利益は、47億22百万円（前期比3.1%減）となりました。これは、経常利益の減益に加え、資産除去債務

に関する会計基準の適用による影響額67百万円や連結子会社ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司のたな

卸資産評価損35百万円に加え、東日本大震災の影響による損失67百万円を特別損失に計上したことなどによるも

のです。 

     なお、東日本大震災における経営成績への影響額は、売上高で27億円の減少、経常利益で9億50百万円の減少で

す。 

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

  上半期 下半期 通期 

売上高  90,988 ％ 1.7  98,118 ％ △3.2  189,107 ％ △0.9

経常利益  3,694 ％ △2.6  4,828 ％ △23.6  8,523 ％ △15.7
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   セグメント別の業績については次のとおりであります。  

[保守サービス]  

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率） 

 （注）営業利益は、当社の総務部門・経理部門等の一般管理部門に係る費用控除前の数値です。  

   売上高は、自主契約促進活動による契約保守の増収と注力領域でのソフトサポートの増収はありましたが、未

契約保守等での減収が継続したことに加え、東日本大震災の影響もあり、955億69百万円（前期比2.4%減）となり

ました。  

   営業損益は、継続して取り組んでいる生産革新活動を中心した保守部材費および機材関連費用の低減活動や保

守作業の効率化推進の効果はありましたが、減収による減益により、145億2百万円の利益（前期比8.1%減）とな

りました。  

   なお、東日本大震災の影響額は、売上高は1億円の減少、営業利益は90百万円の減少です。 

[システム展開サービス]  

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率） 

 （注）営業利益又は営業損失は、当社の総務部門・経理部門等の一般管理部門に係る費用控除前の数値です。  

   売上高は、注力領域におけるクラウド／仮想化領域の増収はありましたが、セキュリティ／ＶｏＩＰ領域での

大型案件の減少と既存領域における需要の回復が弱いことに加え、東日本大震災の影響もあり、306億27百万円

（前期比8.9%減）となりました。  

   営業損益は、継続して資材費低減活動を積極的に行いましたが、減収による減益により、8億66百万円の損失

（前期は5億53百万円の利益）となりました。  

   なお、東日本大震災の影響額は、売上高は20億80百万円の減少、営業利益は7億80百万円の減少です。 

[サプライサービス]  

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率） 

 （注）営業利益は、当社の総務部門・経理部門等の一般管理部門に係る費用控除前の数値です。  

   売上高は、東日本大震災の影響による減収はありましたが、注力領域におけるインターネットショップ「い～

るでぃんぐ」の増収に加え、複数の大型案件獲得により、435億41百万円（前期比8.4%増）となりました。  

   営業損益は、利益率の低い複数の大型案件獲得はありましたが、「い～るでぃんぐ」などの増収による増益に

より、4億77百万円の利益（前期比42.9%増）となりました。  

   なお、東日本大震災の影響額は、売上高は5億20百万円の減少、営業利益は70百万円の減少です。 

  （金額単位：百万円）

  23年３月期 保守サービス  

  上半期 下半期 通期 

売上高  47,645 ％ △3.5  47,923 ％ △1.3  95,569 ％ △2.4

営業利益  7,000 ％ △6.6  7,501  ％ △9.5  14,502 ％ △8.1

  （金額単位：百万円）

  23年３月期 システム展開サービス  

  上半期 下半期 通期 

売上高  13,960 ％ △4.3  16,666 ％ △12.5  30,627 ％ △8.9

営業利益又は 

営業損失（△） 
 △729  －  △136  －  △866  －

  （金額単位：百万円）

  23年３月期 サプライサービス  

  上半期 下半期 通期 

売上高  19,655 ％ 21.6  23,886 ％ △0.5  43,541 ％ 8.4

営業利益  232 ％ 330.7  244 ％ △12.7  477  ％ 42.9
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[運用サポートサービス]  

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率） 

 （注）営業利益は、当社の総務部門・経理部門等の一般管理部門に係る費用控除前の数値です。  

    売上高は、 運用支援サービスやヘルプデスクサービスなどの注力領域では、景気の影響によるお客さまシステ

ム運用の内製化促進が継続したことによる減収はありましたが、メディアサービスでの増収により、193億69百万

円（前期比0.8%増）となりました。  

   営業損益は、利益率の低いメディアサービスの売上構成比が高まりましたが、原価低減活動の効果による利益

率の改善により、18億51百万円の利益（前期比8.3%増）となりました。 

   なお、東日本大震災の影響額はございません。 

当連結会計年度における主な活動状況とトピックスとしては次のとおりです。 

＜成長に向けた活動＞ 

ＬＣＭ（注1）／クラウド（注2）事業強化 

① 新サービス・商品のリリース 

・サーバ仮想化ソリューションパック（VMwareモデル） 

 お客さまの多様なニーズに対応するため、平成22年1月に商品化した「サーバ仮想化ソリューションパック

(Hyper-V（注3）モデル)」のモデル拡充として「サーバ仮想化ソリューションパック（VMware（注4）モデ

ル）」を6月にリリースいたしました。 

・オンラインバックアップサービス 

 データセンターとバックアップツールを組み合わせＳａａＳ型（注5）でお客さま業務データの遠隔自動バッ

クアップを行う「オンラインバックアップサービス」を7月にリリースいたしました。 

・サーバ延命救急パック 

 老朽化したサーバ上で動作している既存のシステムを、仮想化技術の活用により最新サーバへ移行し、継続

して利用可能とする「サーバ延命救急パック」を9月にリリースいたしました。 

・モジュラー型データセンター（注6） 

 屋内外に設置したアルミコンテナ内にＩＣＴ機器を収容し、必要に応じてスペースや周辺機器を増減できる

構造を持ち、ビル型データセンターよりも短期間、低コストで設置可能な「モジュラー型データセンター」を

1月に商品化いたしました。  

② ＬＣＭ事業拡大に向けた新組織の設立 

・フロント（現場）支援機能を集中・強化するため、営業支援・設計構築・運用設計機能を一体化した「ＬＣＭ

事業推進本部」を1月に設立いたしました。 

③ 事業を支えるプラットフォームＳＥ（以下、ＰＦ-ＳＥ）の育成 

・ＬＣＭ事業拡大要員として、今期300名体制に向け、選抜された候補者に対する専門教育を実施し、315名の育

成を完了いたしました。また、既存のＰＦ-ＳＥに対しては、構築や提案スキルのさらなる強化を図るため、

継続して現場でのＯＪＴ教育を実施しております。 

④ 中部データセンターの開設 

・中部地区における自治体や中堅企業をターゲットとしたクラウドサービス提供環境の強化を目的にＮＥＣと共

同で中部データセンターを開設し、2月からサービスを開始いたしました。お客さまに対してはデータセンタ

ーサービスに加え、当社のＰＦ-ＳＥとＮＥＣグループの専門ＳＥの連携によるＮＥＣの総合力を活かし、地

域密着型で信頼性の高いワンストップで対応する統合サービスデスクを提供いたします。 

  （金額単位：百万円）

  23年３月期 運用サポートサービス  

  上半期 下半期 通期 

売上高  9,726 ％ 3.8  9,642 ％ △2.1  19,369 ％ 0.8

営業利益  911 ％ △0.4  940  ％ 18.3  1,851  ％ 8.3
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⑤ クラウド／仮想化・環境関連を中心としたソリューションセミナー・展示会の積極的な開催  

・お客さまニーズの高いクラウド／仮想化や環境ビジネスをテーマとしたセミナーや展示会を平成23年3月期累

計で20回開催し、来場者数は1,014名（前期比26%増）となりました。これらのセミナーを活用して、サーバ統

合やデータ保護、システム運用の安定化などに関するソリューションを紹介するとともに、お客さまシステム

の課題発見と改善提案を行う運用アセスメントについての説明を実施いたしました。 

環境ビジネス強化 

① 新サービス・商品のリリース 

・常時インバーター給電方式ＵＰＳ「ＢＰ-ＳＩシリーズ」 

 電力変換効率を現行機種の84%から94%へ向上させることで省エネルギーを実現し、さらに1年間の待機時消費

電力に相当する温室効果ガス排出をCO2排出権でオフセット（注7）する環境に配慮した無停電電源装置（ＵＰ

Ｓ）60機種を4月にリリースいたしました。 

・側面送風ファンユニット 

 ラック前面から冷気を吸入し、側面から送風する新方式を採用することで、19インチラック内に存在するネ

ットワーク機器特有（側面吸気）の熱問題を解消し、ＩＴ機器の安定稼働を実現する「側面送風ファンユニッ

ト」を1月にリリースいたしました。 

② 上流工程（コンサル）からの受注拡大に向けたＩＴ環境アセスメント要員の育成 

・平成23年3月期累計で138名のＩＴ環境アセスメント要員を育成いたしました。 

グローバル事業強化 

・今後の中国市場拡大におけるＪＯＣ（日系企業）進出に対応するため、サポート体制強化を目的として、6月

に無錫コールセンター（中国 江蘇省）を開設いたしました。 

サプライサービスの拡大 

・インターネットショップ「い～るでぃんぐ」において、一般事務を行っている担当者を専任の営業職へ15名転

換し、拡販活動を強化いたしました。 

＜ＣＳ向上活動＞ 

顧客満足度調査に対する外部機関評価 

・日経コンピュータが実施した「第15回 顧客満足度調査＜システム運用関連サービス（情報サービス会社）部

門＞」において、第3位となりました（「日経コンピュータ」2010年8月18日号）。 

・J.D. パワー アジア・パシフィック社（注8）が主催する顧客満足度調査（注9）において、他社の評価が乱

高下する状況の中で前回調査に引き続き第2位となりました（10月）。 

・日経ＢＰガバメントテクノロジーが実施した「第1回 自治体ＩＴシステム満足度調査＜システム運用関連サ

ービス部門＞」において、お客さまから高い評価をいただき、第1位となりました（10月）（「日経ＢＰガバ

メントテクノロジー」2010年秋号）。  

地域におけるＣＳ向上活動 

・全社で推進しているプロジェクトと地域別ＣＳ向上活動の連携強化の一環として、ＣＳシニアアドバイザ（注

10）を31名体制に増強し、現場支援機能強化に向けて全国の各エリアに最適配置いたしました。  

当社ヘルプデスクサービスに対する外部機関評価 

・ＨＤＩ-ＪＡＰＡＮ（注11）主催の「ＨＤＩアカデミーアワード2010」において、ＨＤＩメンバー企業として

サポート業界の発展に寄与したことが評価され、「ＨＤＩメンバーシップアワード（シルバー）」を受賞いた

しました。また、平成21年にアジア・パシフィック地域で初めて新基準（Ver.4.1）での認定更新したことが

評価され、「ＨＤＩサポートセンター国際認定（ＳＣＣ）アワード」を受賞いたしました。  
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＜ＣＳＲ活動＞ 

情報開示活動に対する外部機関評価 

・日興アイ・アール株式会社による全上場企業を対象としたホームページの情報開示に関する調査「全上場企業

ホームページ充実度ランキング調査」において、平成18年から5年連続で最優秀サイトに選出されました。 

社会・地域貢献活動および文化支援活動への継続した取り組み 

① 世界遺産劇場と関連イベントである世界遺産大學への協賛 

・世界遺産の保全と活用への取り組みを日本各地で展開する「世界遺産劇場（第十三幕、第十四幕、第十五

幕）」と関連イベントである「世界遺産大學（第四回、第五回、第六回）」に継続して協賛いたしました。 

② サステナブル教育応援プロジェクトへの協賛 

・本プロジェクトは、21世紀を担う子供たちへ地球環境について考える機会を提供するという趣旨で、平成15年

度に環境教育応援プロジェクトとして開始され、平成16年度からはサステナブル教育プロジェクトと名称を変

更して継続されており、当社の協賛は今回で6度目となりました。  

環境保全活動への取り組み 

・毎年1％以上のエネルギー使用効率改善努力を義務化した改正省エネ法（注12）への対応の一環として、当社

の販売商品である「エネパル(R)ＰＣ」を社内で使用するパソコンに全社一斉導入（注13）し、導入前に比べ

パソコンの消費電力を約28%削減いたしました。 

（注1） ＬＣＭ（ライフサイクルマネジメント）とは、ＩＴシステム全般を対象とした導入時の企画から設計・構

築、運用・保守・改善・撤去にわたるサイクルをマネジメントすることです。 

（注2） クラウドとは、インターネットで結ばれたサーバ群をあたかもひとつのコンピュータのように捉え、その

中に用意されたアプリケーションや情報サービスをユーザーが必要な時に必要なだけブラウザなどを通じ

て使えるようにする新しいＩＴ利用のコンセプトのことです。 

（注3） Hyper-Vとは、マイクロソフト社が提供しているサーバ仮想化を行うための機能の名称で「Windows ハイ

パーバイザ」と呼ばれる仮想化技術をベースとして実現されています。 

（注4） サーバ仮想化ソフトウェアとして採用実績の多いVMwareを採用することで、Hyper-Vでは未サポートの

Windows NT 4.0やLinuxなどのＯＳも仮想サーバ上で利用可能です。 

（注5） ＳａａＳ型サービスとは、Software as a Service（ソフトウェア アズ ア サービス）の略称で、ソフト

ウェアをユーザー側に導入するのではなく、ベンダ（プロバイダ）側で稼働させ、ソフトウェアの機能を

ユーザーがネットワーク経由で利用するサービスです。 

（注6） 当社のモジュラー型データセンターは、ＩＣＴ機器室と空調設備室を分離したことによるセキュリティ確

保、モジュール内に前室を設けて入室時にＩＣＴ機器室に直接外気が侵入しない構造の採用と、同じ屋外

設置型の海外製品に比べて低価格であること特徴としたデータセンターです。 

（注7） カーボンオフセットに使用するCO2削減クレジットは、インドのマハラシュトラ州にて運営されている風

力発電プロジェクト等の世界各国の風力や水力発電により削減されたものです。自然エネルギーにより生

まれた電気が天然ガス、石油、石炭による発電に置き換わることにより、温室効果ガスを削減していま

す。本プロジェクトは第三者機関であるVoluntary Carbon Standard (VCS)の認証を受けています。 

（注8） 株式会社J.D. パワー アジア・パシフィックは、顧客満足度に関する調査・コンサルティングの国際的な

専門会社です。 

（注9） 株式会社J.D. パワーアジア・パシフィックによる「2010年日本ＩＴ機器保守サービス顧客満足度調査＜

サーバ機編＞(SM)」：全国の従業員規模100名以上の企業2,419社からの3,231件の回答によります。

www.jdpower.co.jp 

（注10）ＣＳシニアアドバイザとは、技能やお客さま対応の経験豊富な人財から選抜した指導員のことです。 

（注11）ＨＤＩ（Help Desk Institute）とは、1989年に米国に設立された世界最大のサポートサービス業界のメ

ンバーシップ団体です。国内のメンバーシップ登録会社数は約100社となっております。 

（注12）改正省エネ法とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」といい、事業者全体の1年度間のエネル

ギー使用量（原油換算値）が合計して1,500キロリットル以上であれば、特定事業者の指定を受け、中長

期的にみて年平均1％以上のエネルギー消費原単位の低減に努めることが義務化されたものです。 

（注13）特殊な業務への使用目的によりエネパル(R)ＰＣを導入していないパソコンがあります。 
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 (2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は265億99百万円となり、当連結会計年

度において23億80百万円増加しました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度の営業活動により増加した資金は83億88百万円（前期比18億23百万円増）となりました。主な資

金増加の内容は、税金等調整前当期純利益83億51百万円や減価償却費21億68百万円等で、主な資金減少の内容は、

法人税等の支払い39億50百万円等です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の投資活動により減少した資金は35億3百万円（前期比2億29百万円増）となりました。主な資金

減少の内容は、社内ＩＴシステム開発に伴う無形固定資産の取得36億53百万円です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の財務活動により減少した資金は24億94百万円（前期比72百万円増）となりました。主な資金減

少の内容は、配当金の支払額21億81百万円です。  
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(1）生産実績 

 当社グループの事業内容は、主としてコンピュータシステム、通信システム及びネットワークシステムの設置、

メンテナンス、運用管理並びにシステムに関連する付属部品・周辺機器等の販売であり、事業全体に占める生産活

動は僅かであるため、生産実績については、記載しておりません。 

 (2）受注実績 

 当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 (3)販売実績 

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％）

保守サービス   96,926  98.2  17,148  108.6

システム展開サービス  30,663  91.9  2,352  101.5

サプライサービス  43,607  106.3  2,549  102.6

運用サポートサービス  20,485  107.2  5,938  123.2

合計  191,682  99.7  27,988  110.1

セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同期比（％）

保守サービス（百万円）  95,569  97.6

システム展開サービス（百万円）  30,627  91.1

サプライサービス（百万円）  43,541  108.4

運用サポートサービス（百万円）  19,369  100.8

合計  189,107  99.1

相手先 

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日本電気株式会社  105,159  55.1  103,549  54.8
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当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場においては、企業間価格競争の継続に加え、震災

の影響による短期的な需要の落ち込みはあるものの、事業継続対策としてデータセンターを活用した基幹システムの

バックアップやオフィス環境の見直しおよび移転などに対応したインフラ再構築、ＩＴコスト削減を目的とする仮想

化などのニーズがさらに高まると予想されます。 

 このような事業環境のなか、当社グループは「堅実に成長する企業」の実現を目指し、次の方策に取り組んでまい

ります。  

プロアクティブ・メンテナンス領域では、ハードウェア保守からソフトウェア領域を含めたプラットフォーム保守

の拡大とクラウド環境下でのマルチベンダ対応力強化による注力領域拡大に向けた新サービス・新事業領域を創出

し、事業規模を堅持してまいります。 

また、ＮＥＣと連携した契約サポート要員や専門センターを活用した保守契約促進と自主契約促進活動の加速を図

るとともに、販売店とのＬＣＭ軸での連携強化を推進してまいります。 

フィールディング・ソリューション領域では、クラウド環境下におけるシステム利用の変化に対応した専門要員の

増強と自治体や地域中堅企業を中心顧客としたデータセンター事業の拡大に向けた戦略的な投資を行い、当社の強み

を活かしたオンサイトライフサイクルマネジメントサービス事業の拡大を図ってまいります。また、同領域において

もハードウェア保守で培ったノウハウを活かした受付センター設立などのバックヤード体制を確立してまいります。

さらに、震災復興支援サービスとして、クラウドを活用した当社データセンターにおけるホスティングサービスお

よびコールセンターサービスを一定期間無償で提供いたします。  

海外事業においては、当社の子会社（ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司）を核とした中国事業の拡大に

向け、グローバル要員の人財育成を図るとともに、サービスメニューの充実とバックヤード体制の強化により、国内

並みのサポートサービス体制を構築してまいります。 

また、現場対応力の強化として、お客さま先での業務プロセス改革の推進や内外リソースの最適配置を推進するほ

か、継続して取り組んでいる保守部品の物流ネットワーク整備などの生産革新活動を水平展開し、費用構造改革を推

進することで、厳しい事業環境の中でも確実に利益を創出できる企業体質を構築してまいります。 

事業全般に係わる経営基盤の強化については、事業戦略に即した要員のスキルアップと技術・技能の継承を行い、

全社プロジェクト推進と地域別ＣＳ向上活動の連携を強化し、ＣＳ向上を図ってまいります。 

また、社会・地域貢献活動や文化支援活動、事業継続マネジメントシステムプロジェクトの推進に加え、情報開示

活動の充実などに積極的に取り組むことで社会において価値ある企業を目指してまいります。 

  

  

  

３【対処すべき課題】
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 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1)セキュリティ管理について 

 当社グループが営むＩＴサポートサービス事業においては、当該業務の性格上、多数のお客さま情報を保有し

ております。当社グループでは、情報の取扱いについて各種の規程を整備するとともに、個人情報保護活動とし

てプライバシーマークを取得し、地域密着型のアウトソーシングサービスを提供するｉＳｏｌｕｔｉｏｎ拠点、

並びにヘルプデスク業務において、セキュリティ管理に関する情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭ

Ｓ）の国際標準規格「ＩＳＯ／ＩＥＣ 27001：2005」認証を取得しております。また全従業員を対象として「お

客さま対応作業における遵守事項」に関する教育を徹底して実施し、当社グループ内部からの情報漏洩を防ぐ施

策を講じております。このような対策にもかかわらず当社グループからの情報漏洩が万が一にも発生した場合に

は、当社が損害賠償責任を負う可能性があり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(2)従業員等による不法行為と違法行為について 

 当社グループは、「良き企業市民」として企業活動を推進することを旨とし、あらゆる企業活動の場面におい

て関係法令や規定を遵守することを基本姿勢とした「ＮＥＣフィールディンググループ行動規範」の徹底や、教

育の充実などにより従業員等の倫理向上に努めております。しかし、これにより従業員等による業務上の不法行

為や違法行為の発生の可能性が完全に無くなるものではありません。従業員等による不法行為や違法行為が発生

した場合、第三者に対する損害賠償責任、営業停止や取引停止などの取り扱いを受けることによる事業遂行への

影響で、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。  

(3)お客さま満足度の維持および向上について 

 当社グループがお客さまに提供する価値は、ＩＴサービス領域においてお客さまのＩＴシステムの快適運用と

最適活用を実現することです。即ち当社グループの価値は、当社グループの提供するサービスがお客さまの期待

以上であった時に、当社グループに対する信用や信頼度の向上といった無形の財産として形成されます。当社グ

ループが属するＩＴサービス業界は技術革新が激しいことから、業務を受託している対象機器の新規追加、仕様

変更又は新サービスの開始等により、当社グループが保有する技術、技能が陳腐化する恐れがあります。当社グ

ループは、この技術革新のスピードに対処すべく、常に新しい技術、技能を組織的に修得するとともに、お客さ

まからの要請、要望等をスピーディに掴み、その内容により全社レベルでのコールエスカレーションが行われる

仕組みを構築し、適切かつ迅速なお客さま対応ができる体制を整えております。しかしながら、上記のような対

策を講じているにもかかわらず、当社グループの対応に不備や不足、作業ミスなどがあった場合には、お客さま

及び日本電気株式会社企業グループ等の業務委託者からクレームを受けたり、業務委託等に関する契約が解除さ

れる等により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(4)事業環境の変化について 

当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場においては、企業間価格競争の継続に加え、

東日本大震災の影響による短期的な景気の落ち込みはあるものの、事業継続対策としてデータセンターを活用し

た基幹システムのバックアップやオフィス環境の見直しおよび移転などに対応したインフラ再構築、ＩＴコスト

削減を目的とする仮想化などのニーズがさらに高まると予想されます。 

このような厳しい状況の中でもプロアクティブ・メンテナンス事業での利益を確保し、フィールディング・ソ

リューション事業で成長性を牽引するという当社の事業遂行モデルを一層強化し継続していくために、顧客接点

強化に向けたリソースシフト、徹底した障害管理による保守部材費低減などの原価低減、ＩＴ／ネットワーク統

合などでの新領域事業や自主事業および協業推進などによる事業拡大を推進しております。しかし、オープン化

の進展によるサービス価格下落や製品品質向上による保守機会の減少などが想定以上に進展した場合、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、フィールディング・ソリューション事業においてもプロア

クティブ・メンテナンス事業と同様に事業領域を拡大してまいりますが、想定以上に景気動向による需要の減少

や製品価格の下落が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

４【事業等のリスク】
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(5)日本電気株式会社及びその企業グループの経営戦略との連携について 

 当社グループは、ＩＴサポートサービス事業において、日本電気株式会社及びその企業グループ各社と連携の

うえ事業活動を展開しております。  

 日本電気株式会社及びその企業グループは、成長に向けた事業構造の転換と収益構造の改革を目的に、ＮＥＣ

グループとしての全体最適、制度・仕組みのシンプル化及びグローバルスタンダード化に向けた組織・制度の見

直しを推進しております。このような動きのなかで、当社グループの役割分担及び位置づけが変更された場合に

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。   

(6)人材の確保及び育成について 

当社グループが、お客さまのニーズに的確に即応したＩＴサポートサービス事業を遂行するためには、関連す

る技術・技能を有した多くの優秀な人材を確保育成する必要があります。そのために当社グループは、能力・成

果主義を基軸とした人事政策を採用しており、技術系大卒者を中心に定期採用を実施するとともに、技術者一人

当り年間25日間以上に及ぶ技術研修教育を実施することにより人材の確保、育成に努めております。しかしなが

ら、上記のような施策を実施しているにもかかわらず、従業員教育実施時期の遅延や新規人材獲得機会の喪失、

既存人材の当社グループ外への流出等が発生した場合には、当社グループが提供するＩＴサポートサービスの質

の低下により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(7)自然災害等のリスクについて 

 地震等の自然災害によって、当社グループの拠点等が壊滅的な損害を受ける可能性があります。当社グループ

は、災害対応として、お客さまとのファーストコンタクト部門であるコールセンターを東西２ヶ所に設置し相互

にバックアップが可能な体制を構築しております。また、東西２ヶ所にコンピュータセンターを設置し、情報シ

ステムの相互運用を実施しております。また、事業継続マネジメントシステムプロジェクトの推進の中で、災害

を想定した対策訓練を実施しております。これらの対策により当社グループの操業が停止しないように努めてお

りますが、保守用部材の供給部門であるロジスティクス部門や情報システム部門の設備が壊滅的に損害を被った

場合、当社グループの操業に遅延が発生することがあり、お客さまへ提供するＩＴサポートサービスの質の低下

さらに拠点等の修復又は代替のために費用を要することとなる可能性があります。  

(8)海外事業の展開について 

 当社グループは、中国での関係子会社設立など、海外事業の拡大を図っております。海外での事業展開は、戦

争・テロなどの政治にかかわる諸問題や経済動向、法律又は規制の変更、さらには伝染病の発生等、予期せぬ事

象の発生により事業遂行に影響を受ける可能性があります。これらの状況変化が発生した場合、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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５【経営上の重要な契約等】

契約会社名 締結年月 契約の名称 相手先 契約内容 

ＮＥＣフィールデ

ィング株式会社

（当社） 

昭和48年１月 業務委託契約書 日本電気

株式会社 

同社が取扱う機器の保守サービス及びそ

の関連業務の同社からの受託に関する基

本的事項 

ＮＥＣフィールデ

ィング株式会社

（当社） 

平成元年３月 工事請負基本契約書 日本電気

株式会社 

工事サービスの同社からの受託に関する

基本的事項 

ＮＥＣフィールデ

ィング株式会社

（当社） 

平成12年８月 技術開示契約書 日本電気

株式会社 

当社が自主事業を展開するための技術情

報の同社からの開示に関する事項 

ＮＥＣフィールデ

ィング株式会社

（当社） 

平成13年１月 取扱基本契約書 日本電気

株式会社 

当社の顧客への販売を目的とした同社の

商品の購入に関する基本的事項 

ＮＥＣフィールデ

ィング株式会社 

（当社）  

平成17年４月  「ＮＥＣ」標章等使

用許諾契約書  

日本電気

株式会社 

「ＮＥＣ」標章の使用許諾に関する事項 
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当社グループの事業セグメントである「保守サービス」、「システム展開サービス」、「サプライサービス」及び

「運用サポートサービス」をとおして、当社は顧客のニーズに沿ったサービスを提案・提供できるよう、さらには顧

客満足度のさらなる向上が図れるよう、主に保守サービス技術分野、システム展開サービス技術分野及び運用サポー

トサービス技術分野で研究開発活動を行っております。 

保守サービス技術分野では、顧客のＩＴシステムを安定稼動させるための保守事業領域を主な研究対象とし、効率

的で効果的な保守を実現する研究開発及び顧客ニーズに合わせてハードウェア及びソフトウェアを総合したサポー

ト・サービスにつながる研究開発を行っております。 

システム展開サービス技術分野及び運用サポートサービス技術分野では、顧客のＩＴシステムの導入から業務運用

領域を主な研究対象とし、運用改善や効率化に直結するソリューションを提供するため、最新技術及び最適製品を組

み合わせたシステム設計・構築支援サービス及び運用支援・ヘルプデスク・運用監視等のＩＴマネジメントサービス

につながる研究開発を行っております。当連結会計年度の研究開発費の総額は18百万円であります。 

具体的な研究開発活動及び成果の主なものは次のとおりであります。 

 (1) 保守サービス技術分野 

ａ．カスタマエンジニアの保守作業を支援するツールや技術の開発を進めています。当連結会計年度は、ケーブル

配線等の複雑でミスを犯しやすい保守作業において、ウェアラブルコンピュータ、画像認識技術及びＡＲ（拡

張現実）等を利用し、保守対象機器に即した的確な作業手順を指示する技術とその技術利用に最適なコンテン

ツに関する研究、及びカスタマエンジニアがお客様先での保守資料の閲覧や保守レポート提出のために携行す

る端末について、操作性、セキュリティに関する研究を行いました。これらにより、保守作業の効率化を図る

とともに、保守品質を改善させ、顧客満足度の向上に繋げることを目指しています。 

ｂ．ＩＴ機器の保守サービスをお客様のお近くの拠点からご提供できるよう、各拠点に対応できるスキルを持った

カスタマエンジニアを適正に配置する方法を研究しています。当連結会計年度は、需要予測データを基に各拠

点に必要とされるスキルを割り出し、現状とのギャップから各拠点でのカスタマエンジニアの教育、増員等の

処方を生成する方法について研究しました。これにより保守品質の向上とサポート力の向上を図り、顧客満足

度の向上に繋げることを目指しています。 

ｃ．お客様により満足していただけるサービスの提供方法について研究しています。当連結会計年度は、お客様に

より満足していただくための情報メニューとその公開方法についての研究を行いました。これにより、お客様

により満足いただけるサービスの提供を目指しています。 

当事業に係る研究開発費は5百万円であります。 

(2) システム展開サービス技術分野及び運用サポートサービス技術分野 

ａ．システム展開サービスのひとつとして、お客さまのＩＴシステムの導入展開サービスに関する技術の開発を進

めています。当連結会計年度は、お客様がパソコンを新ＯＳへ移行する場合でも、あるいはシンクライアント

を導入する場合でも、現在お使いのアプリケーションを継続して利用できるようにする技術に関する研究を行

いました。これにより、より充実した導入展開サービスを提供し、顧客満足度の向上に繋げることを目指して

います。 

ｂ．システム展開サービスのひとつとして、お客さまのＩＴシステムの導入展開サービス、さらにその後の運用サ

ービスにまで係わる技術の開発を進めています。当連結会計年度は、お客様がクラウドサービスへの移行し、

運用する場合に安心・安全な移行や運用を実現するための性能可視化及び性能予測するための基盤技術に関す

る研究を行いました。これにより、より充実した導入展開サービス及び運用サービスを提供し、顧客満足度の

向上に繋げることを目指しています。  

当事業に係る研究開発費は13百万円であります。 

６【研究開発活動】
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(1)事業の種類別セグメントの売上高・営業利益分析及び経常利益、当期純利益の分析 

「１ 業績等の概要 (1）業績」に記載しております。 

(2)財政状態と流動性分析 

 （資産、負債及び純資産の状況） 

当連結会計年度末における総資産は1,327億90百万円となり、前連結会計年度末に比べ7億84百万円増加しまし

た。たな卸資産は収益性の低下による簿価切下げなどにより12億42百万円減少しました。受取手形及び売掛金は

期末売上高の減少などにより19億76百万円減少しました。無形固定資産（ソフトウェア）は業務プロセス改革及

びＩＴ改革を具現化する次期ＩＴシステムへの投資などにより18億16百万円増加しました。 

（現金及び現金同等物の詳細状況については「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー」に記載しておりま

す）  

負債は576億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億23百万円減少しました。保守サービス契約料の前受

金は8億13百万円増加しました。支払手形及び買掛金は売上高減少に伴う資材費の減少などにより28億2百万円減

少しました。   

純資産は751億1百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億7百万円増加しました。当期純利益47億22百万円の

計上や利益配当金の支払21億81百万円により利益剰余金は554億7百万円となりました。  

以上の結果、自己資本比率は56.6％となり、前連結会計年度末に比べ1.6ポイントの増加となりました。 

(3)キャッシュ・フロー分析 

「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー」に記載しております。 

  

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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当社グループは、顧客へのサービスの提供のためのインフラ及びＩＴシステムへの投資を行いました。 

主な設備投資の内容としては、業務プロセス改革及びＩＴ改革を具現化する次期ＩＴシステムへの投資、アフターサ

ービス提供基盤の強化を図るためのコールセンターへの投資、クラウドサービスなどを提供するための地域型ブロック

データセンター構築への投資、保守作業における情報漏えい防止のためのセキュリティツールへの設備投資などです。

その結果、当連結会計年度における設備投資の総額は、ソフトウェアへの投資31億6百万円、リース契約による投資3

億54百万円（うち、賃貸借取引による投資1億32百万円）を含め、39億52百万円となりました。  

  

 当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

  平成23年３月31日現在

事業部門名 
（所在地） 

セグメントの名

称 
設備の内容 

帳簿価額（単位：百万円）

従業

員数 
（人）

建物及び

構築物 

工具、器

具及び備

品 

土地

（面積㎡）
リース資産

ソフトウェ

ア（ソフト

ウェア仮勘

定含む） 

合計

本社・事業推進

グループ  

（東京都港区

他） 

全社統括業務 

保守サービス、

システム展開サ

ービス、サプラ

イサービス、運

用サポートサー

ビス 

統括業務

施設・営

業業務設

備 

 999  168
 

 

137

(6,196)
 296  8,867  10,471  1,370

播磨研修センタ

ー 

（兵庫県たつの

市） 

保守サービス、

システム展開サ

ービス、サプラ

イサービス、運

用サポートサー

ビス 

研修施設  570  2
 

 

959

(39,648)
 －  －  1,532  －

カスタマサポー

ト本部 

（東京都府中市

他） 

保守サービス、

運用サポートサ

ービス 

営業業務

設備 
 104  15  －  175  －  295  392
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事業部門名 
（所在地） 

セグメントの名

称 
設備の内容 

帳簿価額（単位：百万円）

従業

員数 
（人）

建物及び

構築物 

工具、器

具及び備

品 

土地

（面積㎡）
リース資産

ソフトウェ

ア（ソフト

ウェア仮勘

定含む） 

合計

北ブロック 

（仙台市若林区

他） 

保守サービス、

システム展開サ

ービス、サプラ

イサービス、運

用サポートサー

ビス 

営業業務

設備 
 43  4  －  22  －  71  373

関東ブロック 

（横浜市西区

他） 

保守サービス、

システム展開サ

ービス、サプラ

イサービス、運

用サポートサー

ビス 

営業業務

設備 
 258  23  －  23  －  305  683

東京ブロック 

（東京都港区

他） 

保守サービス、

システム展開サ

ービス、サプラ

イサービス、運

用サポートサー

ビス 

営業業務

設備 
 262  34  －  74  －  371  931

中部関西ブロッ

ク 

（大阪市中央区

他） 

保守サービス、

システム展開サ

ービス、サプラ

イサービス、運

用サポートサー

ビス 

営業業務

設備 
 100  8  －  8  －  118  932

西ブロック 

（福岡市博多区

他） 

保守サービス、

システム展開サ

ービス、サプラ

イサービス、運

用サポートサー

ビス 

営業業務

設備 
 262  11  －  －  －  274  516

ロジスティクス

本部 

（川崎市川崎区

他） 

保守サービス、

サプライサービ

ス 

物流設備  26  10  －  13  －  50  180

リペア本部 

（川崎市川崎区

他） 

保守サービス、

運用サポートサ

ービス 

リペア設

備 
 28  4  －  74  －  107  199

合計 － －  2,658  284
 

 

1,097

(45,844)
 689  8,867  13,598  5,576
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(2）国内子会社 

  

(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額には消費税等は含まれておりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．提出会社の本社中には、独身寮等を含みます。 

４．上記のほか、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

提出会社 

  

  平成23年３月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメントの

名称 
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円） 
従業

員数 
（人）

建物及び

構築物 

工具、器

具及び備

品 
リース資産 

ソフトウ

ェア 
合計

エヌデック株式

会社 

東京都荒川

区他 

システム展開

サービス 

本社統括・営業

業務設備 
 2  3  24  12  41  170

  平成22年12月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメントの

名称 
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円） 
従業

員数 
（人）

建物及び

構築物 

機械装置

及び運搬

具 

工具、器

具及び備

品 

ソフトウ

ェア 
合計

ＮＥＣ飛鼎克信

息技術服務（北

京）有限公司  

中国北京市

他 

保守サービ

ス、システム

展開サービ

ス、サプライ

サービス、運

用サポートサ

ービス 

本社統括・営業

業務設備 
 2  5  13  1  22  66

  平成23年３月31日現在

事業部門名 
（所在地） 

セグメントの名称 設備の内容

年間リース料（百万円／年） 

従業

員数 
（人）

建物及び構

築物 
（所有権移

転外ファイ

ナンス・リ

ース） 

機械装置及

び運搬具 
（所有権移

転外ファイ

ナンス・リ

ース） 

工具、器具

及び備品 
（所有権移

転外ファイ

ナンス・リ

ース） 

合計 

本社・事業推進グルー

プ 

（東京都港区他） 

全社統括業務 

保守サービス、システ

ム展開サービス、サプ

ライサービス、運用サ

ポートサービス 

統括業務施設・ 

営業業務設備  
 －  －  139  139  1,370
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 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 平成24年３月までの投資は総額56億52百万円を予定しており、うち重要な設備の投資計画は46億39百万円であり、

内訳は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注）１．投資予定金額欄の（ ）内は、リース投資額で内数です。 

２．上記設備計画による生産能力の増加については、当社の提供するサービスの性格上、生産能力を測定するこ

とは困難であるため、記載しておりません。 

３．金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

事業部門名 
（所在地） 

セグメントの名称 設備の内容

年間リース料（百万円／年） 

従業

員数 
（人）

建物及び構

築物 
（所有権移

転外ファイ

ナンス・リ

ース） 

機械装置及

び運搬具 
（所有権移

転外ファイ

ナンス・リ

ース） 

工具、器具

及び備品 
（所有権移

転外ファイ

ナンス・リ

ース） 

合計 

東京ブロック 

（東京都港区他） 

保守サービス、システ

ム展開サービス、サプ

ライサービス、運用サ

ポートサービス 

営業業務設備  －  －  13  13  931

中部関西ブロック 

（大阪市中央区他） 

保守サービス、システ

ム展開サービス、サプ

ライサービス、運用サ

ポートサービス 

営業業務設備  －  －  3  3  932

３【設備の新設、除却等の計画】

会社名 
事業所名 

所在地 
セグメントの

名称 
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 完成後

の増加

能力 
総額

(百万円) 
既支払額

(百万円) 
着手 完了 

 当社各部門 
東京 

大阪 

全社統括業務 

保守サービ

ス、システム

展開サービ

ス、サプライ

サービス、運

用サポートサ

ービス 

社内ＩＴシス

テム（ＳＡＰ

開発含む） 

 3,951

(208)
 － 自己資金 平成23.4 平成24.3 － 

 当社データセ

ンター 

北海道・東

京・名古

屋・大阪・

京都・金

沢・福岡ほ

か 

運用サポート

サービス 

データセンタ

ー 

 688

(238)
 － 自己資金 平成23.4 平成24.3 － 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  188,560,000

計  188,560,000

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成23年３月31日） 
提出日現在発行数（株）
（平成23年６月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  54,540,000  54,540,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数

は、100株であ

ります。 

計  54,540,000  54,540,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】
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 （注）株式１株を２株に無償分割  

  

 （注）自己株式652株は「個人その他」に６単元及び「単元未満株式の状況」に52株を含めて記載しております。 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年５月20日 

（注） 
27,270,000 54,540,000 － 9,670 － 10,161 

（６）【所有者別状況】

  平成23年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者 

その他の
法人 

外国法人等
個人その
他 

計 
個人以外 個人 

株主数

（人） 
 －  29  29  59  134  3  9,366  9,620 － 

所有株式数

（単元） 
 －  199,870  2,250  204,936  46,283  12  92,025  545,376  2,400

所有株式数

の割合

（％） 

 －  36.65  0.41  37.58  8.49  0.00  16.87  100 － 
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（注）所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合とも表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

  

（７）【大株主の状況】

  平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号  20,300  37.22

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（住友信託銀行再信託分・日本

電気株式会社退職給付信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  16,300  29.88

ＮＥＣフィールディング従業員持株会 東京都港区三田一丁目４番28号  2,368  4.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  1,328  2.43

MELLON BANK, N.A. AS AGENT FOR ITS 

CLIENT MELLON OMNIBUS US PENSION 

(常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行決済営業部)  

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 

(東京都中央区月島四丁目16番13号)  
 548  1.00

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

ACCOUNT ESCROW 

(常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行決済営業部)  

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS 

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED 

KINGDOM 

(東京都中央区月島四丁目16番13号)  

 460  0.84

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  456  0.83

CSSEL SPECIAL CSTDY AC EXCL FBO CUS 

（PB NON−TREATY） 

(常任代理人 シティバンク銀行株式会

社) 

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ, UK 

(東京都品川区東品川二丁目３番14号) 
 338  0.62

資産管理サービス信託銀行株式会社（証

券投資信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号  308  0.56

フィールディング取引先持株会 東京都港区三田一丁目４番28号  272  0.49

計 －  42,682  78.25
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 当社はストックオプション制度を採用しておりません。 

  

（８）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  54,537,000  545,370 － 

単元未満株式 普通株式     2,400 － － 

発行済株式総数  54,540,000 － － 

総株主の議決権 －  545,370 － 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＮＥＣフィールデ

ィング株式会社  

東京都港区三田一

丁目４番28号  
 600 －  600  0.00

計 －  600 －  600  0.00

（９）【ストックオプション制度の内容】
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【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第７号による取得 

 （注) 当期間における取得自己株式には、平成23年６月７日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注) 当期間における保有自己株式数には、平成23年６月７日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式  124  138,193

当期間における取得自己株式（注） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（ － ） 
－ － － － 

保有自己株式数（注）  652 －  652 － 
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 当社は急激な事業環境の変化への的確な対応と競争力の強化に努め、企業価値を高めることによって、株主の皆様

への利益還元を図っていきたいと考えております。そのために、安定的な経営基盤を確立し、将来の事業拡大のため

の財務体質強化と内部留保資金の充実を図りつつ、安定的かつ業績に応じた配当を実施することといたしておりま

す。 

 当社は、中間期末日を基準日とする剰余金の配当（以下、中間配当という。）と期末配当の、年2回の剰余金の配

当を行なうことを基本方針としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、いずれも取締役会であります。 

 当社は、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除

き、取締役会の決議により定めることができる」旨を定款に定めております。 

 当事業年度の利益配当につきましては、１株当たり20円の期末配当とし、中間配当金の１株当たり20円と合わせて

年間40円の配当といたしました。この結果、当事業年度の配当性向は45.26％となりました。 

 内部留保資金の使途につきましては、財務体質の一層の強化と将来にわたる当社コアコンピタンス（展開力、技術

力、ナレッジマネジメント力）の強化及び「仮想化」、「クラウドコンピューティング」などの高成長・高収益領域

やＬＣＭ（ライフサイクルマネジメント）事業、グローバル事業などの拡大に向けた投資を実施する予定です。  

  なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

  

３【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成22年10月27日 

取締役会決議 
 1,090  20

平成23年５月17日 

取締役会決議 
 1,090  20

４【株価の推移】

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円）  2,135  1,632  1,355  1,504  1,405

最低（円）  1,181  1,010  700  980  777

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円）  927  978  1,080  1,075  1,054  1,039

最低（円）  846  843  941  989  992  777
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役 
執行役員 

社長 
中西 清司 

昭和25年 

２月14日生 

昭和48年４月 日本電気株式会社入社 

平成18年４月 同社執行役員 

平成20年４月 同社執行役員常務 

平成21年４月 当社顧問 

平成21年６月 当社代表取締役執行役員社

長（現任） 

※１   4,600

取締役 
執行役員 

常務 
前川 和彦 

昭和27年 

４月28日生 

昭和52年４月 日本電気株式会社入社 

平成15年４月 同社第二コンピュータ事業

本部クライアント・サーバ

事業部長 

平成16年４月 当社主席技師長 

平成17年４月 当社執行役員 

平成20年４月 当社執行役員常務 

平成20年６月 当社取締役執行役員常務

（現任） 

※１  7,400

取締役 
執行役員 

常務 
花田 信夫 

昭和27年 

１月24日生 

昭和49年４月 日本電気株式会社入社 

平成16年４月 同社ソフトウェア販売推進

本部長 

平成18年10月 当社営業主幹 

平成19年４月 当社執行役員 

平成21年４月 当社執行役員常務 

平成21年６月 当社取締役執行役員常務

（現任） 

※１  1,800

取締役 
執行役員 

常務 
高須賀 芳紀 

昭和27年 

２月11日生 

昭和51年４月 日本電気株式会社入社 

平成15年10月 同社パーソナルソリューシ

ョン企画本部長 

平成19年10月 当社経営企画部長 

平成20年４月 当社執行役員兼経営企画部

長 

平成21年４月 当社執行役員 

平成22年４月 当社執行役員常務 

平成22年６月 当社取締役執行役員常務

（現任） 

※１  1,900
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 
執行役員 

常務 
鯵坂 忠志 

昭和26年 

４月２日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成18年４月 当社東京第二支社長 

平成20年４月 当社東京ブロック企画本部

長 

平成21年４月 当社執行役員 

平成22年４月 当社執行役員常務 

平成22年６月 当社取締役執行役員常務

（現任） 

※１  4,500

取締役 
執行役員 

常務  
武村 賢三 

昭和26年 

11月26日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成17年10月 当社関西第二支社長 

平成19年４月 当社西関東支社長 

平成21年４月 当社執行役員 

平成22年４月 当社執行役員常務 

平成23年６月 当社取締役執行役員常務

（現任） 

※１   500

取締役 執行役員 菊地 隆夫 
昭和30年 

８月19日生 

昭和53年４月 日本電気株式会社入社 

平成14年７月 同社ＮＥＣネットワークス

経理部第二部長 

平成15年６月 ＮＥＣオーストラリア社最

高財務責任者 

平成19年５月 当社経理部長 

平成20年４月 当社執行役員兼経理部長 

平成21年６月 当社取締役執行役員兼経理

部長（現任） 

※１  900

取締役 － 中江 靖之 
昭和33年 

１月12日生 

昭和56年４月 日本電気株式会社入社 

平成17年４月 同社第五ソリューション事

業本部流通ソリューション

事業部長 

平成18年４月 同社流通・サービスソリュ

ーション事業本部流通ソリ

ューション事業部長 

平成19年４月 同社流通・サービスソリュ

ーション事業本部ＤＣＭソ

リューション事業部長 

平成20年４月 同社流通・サービスソリュ

ーション事業本部長 

平成21年４月 同社流通・サービス業ソリ

ューション事業本部長 

平成22年４月 同社執行役員兼流通・サー

ビス業ソリューション事業

本部長（現任） 

平成22年６月 当社取締役（非常勤）（現

任） 

※１ － 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 － 安部 保志 
昭和31年 

９月24日生

昭和54年４月 日本電気株式会社入社 

平成17年４月 同社第四ソリューション事

業本部第二製造ソリューシ

ョン事業部長 

平成18年４月 同社製造・装置ソリューシ

ョン事業本部第二製造ソリ

ューション事業部長 

平成20年４月 同社製造・装置ソリューシ

ョン事業本部長 

平成21年４月 同社支配人 

平成22年４月 同社執行役員（現任） 

平成23年６月 当社取締役（非常勤）（現

任） 

※１ － 

取締役 － 板澤 幸雄 
昭和22年 

10月５日生

昭和60年４月 弁護士登録 

平成３年４月 永田町法律事務所パートナ

ー（現任） 

平成10年11月 当社顧問弁護士 

平成15年６月 当社監査役（非常勤） 

平成23年６月 当社取締役（非常勤）（現

任） 

※１ － 

取締役 － 山根 節 
昭和24年 

１月17日生

昭和49年10月 監査法人サンワ事務所（現 

有限責任監査法人トーマ

ツ）入所 

昭和53年５月 公認会計士資格取得 

昭和57年４月 日本経営計画株式会社代表

取締役 

平成６年４月 慶應義塾大学大学院経営管

理研究科（ビジネス・スク

ール）助教授 

平成13年４月 慶應義塾大学大学院経営管

理研究科（ビジネス・スク

ール）教授（現任） 

平成23年６月 当社取締役（非常勤）（現

任） 

※１ － 

監査役 

（常勤）  
－ 大和田 尚 

昭和26年 

10月１日生

昭和45年４月 当社入社 

平成18年４月 当社ＣＳＲ経営監査部長 

平成22年４月 当社シニアエキスパート 

平成22年６月 当社監査役（現任） 

※２  1,000
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 （注）１．取締役 中江靖之、安部保志、板澤幸雄及び山根節の４氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ

ります。 

２．監査役 村木和彦、関澤裕之及び野崎晃の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社は、取締役 板澤幸雄及び山根節並びに監査役 野崎晃の３氏を、株式会社東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。  

４．※１ 取締役の任期は、平成23年６月20日から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までであります。 

※２ 監査役 大和田尚及び村木和彦の両氏の任期は、平成22年６月21日から４年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。 

※３ 監査役 関澤裕之及び野崎晃の両氏の任期は、平成23年６月20日から４年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

監査役 

（常勤）  
 － 村木 和彦 

昭和28年 

３月24日生

昭和51年４月 日本電気株式会社入社 

平成17年７月 同社ＢＩＧＬＯＢＥ事業本

部事業開発統括マネージャ

ー 

平成17年11月 埼玉日本電気株式会社経営

企画統括部長兼経営企画室

長 

平成18年６月 同社取締役経営企画室長 

平成22年４月 同社取締役経営企画統括部

長 

平成22年６月 当社監査役（現任） 

※２  300

監査役 － 関澤 裕之 
昭和35年 

７月６日生

昭和58年４月 日本電気株式会社入社 

平成18年４月 同社企業ソリューション企

画本部経理部統括マネージ

ャー 

平成19年１月 同社官庁・公共・金融・通

信ソリューション企画本部

経理部長 

平成21年４月 同社経理部統括マネージャ

ー 

平成21年７月 同社経理部主計室長（現

任） 

平成23年６月 当社監査役（非常勤）（現

任） 

※３ － 

監査役 － 野崎 晃 
昭和32年 

11月20日生

昭和63年４月 弁護士登録 

平成７年４月 長島・野崎法律事務所開設 

平成15年３月 野崎法律事務所開設 

平成19年６月 株式会社整理回収機構常務

執行役員（現任） 

平成23年６月 当社監査役（非常勤）（現

任） 

※３ － 

        計    22,900
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  当社は、企業価値の最大化を図るためにはコーポレート・ガバナンスの強化が重要であると認識しており、経営

の透明性及び健全性の確保並びにアカウンタビリティーの向上に努めています。 

 ① 会社の機関の内容 

  当社は、株主総会のほか、会社法上の機関として、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置しています。

また、執行役員制度（取締役会で選任された執行役員が業務執行を行い、取締役会及び監査役がこれを監督・

監視するという経営管理体制）を導入し、意思決定の一層の迅速化及び取締役会の監督・監視機能の強化を図

っています。 

(a) 取締役・取締役会 

 当社の取締役は、11名です。取締役会は、毎月１回の定時開催に加え、必要に応じて臨時に開催していま

す。なお、取締役会において取締役の選任基準を定め、代表取締役を含む取締役若干名で構成する会議におい

て事前審議を行った上で、その候補者を決定することとしています。また、取締役の経営責任の明確化を図る

ため、取締役の任期を１年にしています。 

(b) 執行役員・執行役員会議 

 執行役員は、取締役会において選任しています。なお、代表取締役（１名）は執行役員社長を兼務していま

す。また、その他の常勤取締役のうち５名が執行役員常務を、１名が執行役員を兼務しています。そのほか、

従業員の執行役員が10名います。 

 なお、取締役会を中心とする意思決定プロセスにおいて適正かつ妥当な経営判断を確保するため、重要な事

項については、執行役員会議（執行役員社長以下の全執行役員をメンバーとする会議体）等において事前に審

議しています。 

(c) 監査役・監査役会 

 当社の監査役は、４名（うち２名は常勤監査役）です。監査役会は、原則として隔月１回、開催していま

す。監査役は、取締役会に出席し、必要に応じ意見を述べるほか、執行役員会議その他の重要な会議への出

席、取締役や執行役員等からの報告の聴取、重要な決裁書類の閲覧等により取締役の職務の執行を監査してい

ます。なお、監査役のうち２名は、親会社において経理業務の経験を有しており、経理・財務に関する知見を

有しています。また、当社は、監査役の職務を補助する専任スタフ（２名）を配置しています。 

(d) 社外取締役及び社外監査役 

 当社は、社外の客観的な見地から経営上の助言を受け、コーポレート・ガバナンスを一層強化するため、社

外取締役を選任しています。社外取締役は、取締役11名中４名であり、当社のコーポレート・ガバナンスの強

化のために適切であると考えています。 

 当社の社外取締役の中江靖之及び安部保志の両氏は、当社の事業領域に深い見識を有することから、当社の

事業戦略及び事業執行に即した観点からの助言及び監督・監視において、社外取締役としての役割を果たすこ

とができると考えています。板澤幸雄氏は、弁護士としての専門的見地を活かして、一般株主との利益相反が

生じるおそれのない客観的な立場からの助言及び監督・監視において、社外取締役としての役割を果たすこと

ができると考えています。また、山根節氏は、経営学の専門家であり、一般株主との利益相反が生じるおそれ

のない客観的な立場からの助言及び監督・監視において、社外取締役としての役割を果たすことができると考

えています。 

 当社の社外監査役は、監査役４名中３名であり、実効性のある監査のために適切であると考えています。 

 当社の社外監査役の村木和彦氏は、経理業務の経験と経営者としての経験を有し、これらに基づく高度な見

識と専門的知見により社外監査役としての役割を果たすことができると考えています。関澤裕之氏は、当社の

親会社における経理業務の経験と専門的知見により社外監査役としての役割を果たすことができると考えてい

ます。また、野崎晃氏は、弁護士としての専門的見地を活かして、一般株主との利益相反が生じるおそれのな

い客観的な立場からの監査において、社外監査役としての役割を果たすことができると考えています。 

 当社の社外取締役の板澤幸雄及び山根節並びに社外監査役の野崎晃の３氏は、株式会社東京証券取引所が定

める有価証券上場規程第436条の２第１項に定める独立役員です。 

 当社の社外取締役の中江靖之及び安部保志並びに社外監査役の関澤裕之の３氏は、当社の親会社である日本

電気株式会社の使用人です。なお、当社と各社外取締役及び各社外監査役との間には、特別な利害関係はあり

ません。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 35 -



(e) 会計監査人 

 会計監査人には、有限責任 あずさ監査法人を選任しています。同監査法人は、金融商品取引法に基づく監査

も行っています。 

(f) 内部監査部門、内部統制部門 

 当社は、内部監査部門として経営監査部を設置しています。内部監査スタフ（12名）は、社内規程の遵守状

況、管理システムや事業活動全般の妥当性・効率性等について内部監査を実施しています。 

 監査役（社外監査役３名を含む）、会計監査人及び内部監査部門は、適宜、監査についての情報交換を行う

等、緊密に連携しています。 

 内部統制部門は、内部統制の状況について、監査役、会計監査人及び内部監査部門に報告するほか、意見交

換、情報交換を行う等、緊密な関係にあります。また、非常勤監査役は、これらの状況及び内容について、常

勤監査役から情報を入手しています。 

(g) 現状の体制を採用する理由 

 当社は、委員会等設置会社制度の開始前から執行役員制度を導入しており、監査役と会計監査人や内部監査

部門の連携、独立役員を含む社外取締役及び社外監査役の選任、取締役会による執行役員の業務執行の監督・

監視といった体制を整備することによりコーポレート・ガバナンスの強化を図ることができると考えているた

め、上記の体制を採用しています。 

 （注） 上記の人員数は提出日（平成23年６月20日）現在のものです。 
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 ② 内部統制システムの整備の状況 

  当社は、取締役会において「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決定し、この基本方針に従って

当社及び当社グループの業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を整備、運用するとともに、

その整備・運用状況について定期的に評価を行い、改善に努めています。 

 当社の内部統制システムの概要は以下のとおりです。 

(a) 企業倫理・コンプライアンス体制 

 企業倫理及び遵法精神に基づく企業行動の徹底を図るため、当社グループの役員及び従業員が日常の業務遂

行において遵守すべき事項を定める「ＮＥＣフィールディンググループ行動規範」を制定するとともに、法令

遵守を確保するための社内規程やマニュアルを整備し、社内教育等を通じて周知徹底に努めています。 

 また、ＣＳＲ担当執行役員を委員長とするコンプライアンス委員会を中心に全社の法令遵守確保のための推

進活動を実施しています。なお、当社の従業員や当社グループ会社・資材取引先会社の従業員が当社グループ

の法令違反や不正行為等を発見した場合、不利益を受けることなく直ちに当社に通報できるよう、内部通報窓

口（通報窓口は社外委託先）を設置しています。 

 また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力による不当要求に対しては、警察等の外部専門機

関と緊密に連携し、法的対応を含め、組織的に毅然とした態度で対応するとともに、これら反社会的勢力とは

一切の関係を遮断することとしています。 

(b) リスク管理体制 

 当社の事業運営に関して発生しうる諸種のリスク（災害、コンプライアンス、環境、品質、情報セキュリテ

ィ、財務その他に関するリスク）の管理に関する基本的事項（基本方針や社内体制など）を定める「リスクマ

ネジメント規程」を制定し、同規程及び関連するその他の社内規程等に基づいて全社のリスク管理を行ってい

ます。 

 また、執行役員社長を委員長とするＣＳＲ委員会を設置し、同委員会を中心に社内各部門がリスク管理を実

施し、関係スタフ部門・事業推進部門が、各部門が行うリスク管理を支援しています。なお、経営に重大な影

響を与える不測の事態が発生した場合は、直ちに執行役員社長を本部長とする緊急対策本部を設置し、迅速な

対応を行うこととしています。 

 経営判断に関するリスクについては、取締役会、執行役員会議等において十分に議論を尽くし、かつ必要に

応じて外部専門家の意見も徴したうえで意思決定することにより対応しています。 

(c) 情報の保存、管理体制 

 株主総会、取締役会、執行役員会議等の重要な会議体の議事録、決裁文書、その他業務に関する文書は、法

令及び関連する社内規程等に従って、適切に作成、保存、管理することとしています。また、企業秘密、顧客

情報、個人情報等の適切な保存、管理のための社内規程を制定し、情報セキュリティの確保を図っています。 

(d) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

 当社から子会社に取締役又は監査役を派遣しています。また、遵法体制等の整備に関する指導・支援を行う

とともに、内部監査部門が、子会社に対し定期的に監査を行い、必要に応じ、改善の指導・勧告を行っていま

す。 

 当社グループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他の法令に基づき、その評価、維

持、改善等を行うこととしています。 

 また、当社グループにおける業務の適正化及び効率化の観点から、業務プロセスの改善及び標準化を推進す

るとともに、情報システムによる一層の統制強化に努めています。 

 ③ 情報開示 

  当社は、経営の透明性を高めるとともに、市場から適切な企業価値の評価を得るためには、迅速かつ適切で

公平な情報開示が重要であると認識しており、法令や証券取引所規則に従った情報開示はもちろんのこと、Ｉ

Ｒ活動の強化やホームページの内容の充実等により自発的な情報開示にも努めています。 
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 ④ 会計監査の状況 

  有限責任 あずさ監査法人による当事業年度の会計監査の状況は以下のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士 

 なお、当社と有限責任 あずさ監査法人又は同監査法人の業務執行社員との間には特別の利害関係はありま

せん。 

・監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名 

会計士補等 ８名 

その他   ６名 

 ⑤ 役員報酬の内容 

(a) 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

（注）１．平成22年６月21日開催の第54期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役３名（うち社外

取締役１名）及び監査役３名（うち社外監査役１名）の在任中の報酬等の額が含まれています。 

２．当社は、ストックオプションを発行しておりません。また、当社は、平成14年６月18日開催の取

締役会において、退職慰労金を廃止しております。 

３．当社は、使用人兼務取締役に対し、使用人分の給与を支払っていません。 

(b) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

 当社は、取締役会において、取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を以下のとおり定め

ています。 

取締役の報酬等は、基本報酬（月額報酬）及び賞与の２種類とし、株主総会で決議された一事業年度の報

酬限度額（２億円）の範囲内で、以下のとおり決定する。 

（基本報酬） 

代表取締役執行役員社長及び社外取締役の基本報酬の額は、取締役会で決定する。執行役員社長以外の

執行役員を委嘱された取締役の基本報酬については、毎年４月に、取締役会の授権を受けた代表取締役執

行役員社長が、取締役会で定めた執行役員の役位別報酬幅の範囲内で、各取締役の経歴、前期の業務遂行

に対する個人業績評価等を勘案して、当該事業年度に係る額を決定する。 

（賞与） 

代表取締役執行役員社長の賞与の額は、前期の当社グループの業績等を反映した金額とし、社会水準等

を勘案の上、取締役会の授権を受けた代表取締役執行役員社長が決定する。執行役員社長以外の執行役員

を委嘱された取締役の賞与の額は、前期の当社グループの業績、社会水準、前期の業務遂行に対する個人

業績等を勘案の上、取締役会の授権を受けた代表取締役執行役員社長が決定する。なお、社外取締役に対

しては賞与を支払わない。 

所属監査法人名 公認会計士の氏名 継続監査年数 

有限責任 あずさ監査法人 小林 茂夫 ３年 

    浜田 康 ３年 

    構 康二 ３年 

  
報酬等の総額 

（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 

役員の員数 

（人） 基本報酬 賞与 

取締役 

（社外取締役を除く。） 
137 102 34  9

監査役 

（社外監査役を除く。） 
16  16 －  3

社外役員 18  18 －  8
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 また、監査役の報酬等は、基本報酬（月額報酬）のみとし、株主総会で決議された一事業年度の報酬限度額

（６千万円）の範囲内で、常勤監査役、独立役員である非常勤監査役、それ以外の非常勤監査役の区分毎に、

監査役の協議により決定しています。 
  

 ⑥ 株式の保有状況 

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

   ５銘柄 24百万円 

  

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的 

  前事業年度 

   特定投資株式  

  

  当事業年度 

   特定投資株式  

  

 ⑦ 剰余金の配当等の決定機関 

  当社は、配当等の機動的な決定を可能とするため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項を

取締役会の決議により定めることができる旨を定款に定めています。 

  
 ⑧ 取締役の員数 

  当社は、取締役を11名以内とする旨を定款に定めています。 

  
 ⑨ 取締役の選任決議の要件 

  当社は、取締役の選任決議に関し、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めていま

す。 

  
 ⑩ 株主総会の特別決議の要件 

  当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める特別決議に関し、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めています。 

   

 銘柄 株式数（株）   
貸借対照表計上額 

（百万円）  
保有目的  

三和コンピュータ㈱  24,000  12 事業戦略投資  

新興サービス㈱   20,000  10 事業戦略投資  

㈱神戸コミュニティ・エ

クスチェンジ  
50  2 事業戦略投資  

NECディスプレイソリュー

ションズ㈱  
 12  0 事業戦略投資  

㈱システムプロデュース  300  0 事業戦略投資  

 銘柄 株式数（株）   
貸借対照表計上額 

（百万円）  
保有目的  

三和コンピュータ㈱  24,000  12 事業戦略投資  

新興サービス㈱   20,000  10 事業戦略投資  

㈱神戸コミュニティ・エ

クスチェンジ  
50  2 事業戦略投資  

NECディスプレイソリュー

ションズ㈱  
 12  0 事業戦略投資  

㈱システムプロデュース  300  0 事業戦略投資  
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 ⑪ 取締役会及び監査役の責任免除 

  当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含

む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議で免除することができる旨を定款に定めていま

す。 

  
 ⑫ 責任限定契約の内容の概要 

  当社と各社外取締役及び社外監査役（常勤の監査役である村木和彦氏を除く）は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。当該契約に基づく賠償責任

限度額は、同法第425条第１項に定める金額の合計額としています。なお、当該責任限定が認められるのは、当

該社外取締役又は社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限ら

れます。 

  

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

（前連結会計年度及び当連結会計年度） 

  該当事項はありません。   

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前連結会計年度） 

  当社は、連結財務諸表の作成にあたり適用する会計基準を現在使用している日本の会計基準から国際財務報

告基準（ＩＦＲＳ）に変更するための指導及び助言業務を、平成22年３月からあずさ監査法人に委託しており

ます。なお、当連結会計年度は当該業務に対する報酬の支払いはありません。  

（当連結会計年度） 

  当社は、連結財務諸表の作成にあたり適用する会計基準を現在使用している日本の会計基準から国際財務報

告基準（ＩＦＲＳ）に変更するための指導及び助言業務を、有限責任 あずさ監査法人に委託しております。 

④【監査報酬の決定方針】 

  該当事項はありません。 

  

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  113  －  113  1

連結子会社  －  －  －  2

計  113  －  113      4
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３

月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表については

あずさ監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財

務諸表及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の財務諸表については有限責任 あずさ監査

法人により監査を受けております。  

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。 

     

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、会計基準等の内容を適切に把握するとともに、会計基準等の変更等について的確に対応す

るための体制整備を行っております。また、関係する法令・会計制度の動向を把握するため、監査法人やディスクロ

ージャー専門会社が主催するセミナーに適時参加しております。 

     

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,617 5,997

関係会社預け金 ※  17,601 ※  20,602

受取手形及び売掛金 42,502 40,525

リース投資資産 24 18

商品及び製品 2,404 1,804

仕掛品 1,278 1,106

原材料及び貯蔵品 20,276 19,806

繰延税金資産 6,755 7,223

その他 2,314 2,202

貸倒引当金 △67 △76

流動資産合計 99,707 99,210

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,774 6,223

減価償却累計額 △3,229 △3,615

建物及び構築物（純額） 2,545 2,607

機械装置及び運搬具 13 9

減価償却累計額 △3 △4

機械装置及び運搬具（純額） 9 5

工具、器具及び備品 3,226 3,198

減価償却累計額 △2,911 △2,901

工具、器具及び備品（純額） 315 297

土地 1,144 1,097

リース資産 1,175 1,393

減価償却累計額 △368 △679

リース資産（純額） 807 713

有形固定資産合計 4,822 4,721

無形固定資産   

のれん 445 246

その他 7,120 8,937

無形固定資産合計 7,566 9,183

投資その他の資産   

投資有価証券 846 836

長期貸付金 1 0

前払年金費用 12,655 12,720

繰延税金資産 2,412 2,357

その他 4,388 4,078

貸倒引当金 △396 △320

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 42 -



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産合計 19,909 19,674

固定資産合計 32,298 33,579

資産合計 132,006 132,790

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 20,526 17,723

リース債務 287 344

未払費用 2,738 2,757

未払法人税等 2,227 2,323

前受金 9,645 10,458

賞与引当金 4,914 5,317

役員賞与引当金 17 18

ポイント引当金 3 7

その他 1,794 1,864

流動負債合計 42,155 40,817

固定負債   

リース債務 569 415

退職給付引当金 16,235 16,082

資産除去債務 － 129

その他 451 243

固定負債合計 17,256 16,871

負債合計 59,412 57,688

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,670 9,670

資本剰余金 10,161 10,161

利益剰余金 52,867 55,407

自己株式 △0 △1

株主資本合計 72,697 75,237

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △105 △111

為替換算調整勘定 △14 △24

その他の包括利益累計額合計 △120 △136

少数株主持分 16 －

純資産合計 72,593 75,101

負債純資産合計 132,006 132,790
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②【連結損益及び包括利益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 190,895 189,107

売上原価 ※3  156,592 ※3  157,136

売上総利益 34,303 31,970

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  24,108 ※1, ※2  23,968

営業利益 10,194 8,002

営業外収益   

受取利息及び配当金 73 62

保険事務手数料 45 45

販売報奨金 17 13

保険配当金 133 147

受取保険金 37 72

受取補償金 5 20

出向者退職給付費用調整益 － 216

その他 117 56

営業外収益合計 430 636

営業外費用   

支払利息 21 22

固定資産廃棄損 49 18

敷金償却損 23 －

事業統合費用 ※5  156 －

事務所移転費用 ※4  201 －

損害賠償金 － 32

為替差損 － 14

その他 60 28

営業外費用合計 513 115

経常利益 10,111 8,523

特別損失   

ソフトウエア除却損 ※6  1,135 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 67

たな卸資産評価損 － ※3  35

災害による損失 － ※7  67

特別損失合計 1,135 171

税金等調整前当期純利益 8,975 8,351

法人税、住民税及び事業税 3,679 4,039

法人税等調整額 429 △409

法人税等合計 4,109 3,629

少数株主損失（△） △5 －

当期純利益 4,872 4,722
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △6

為替換算調整勘定 － △10

その他の包括利益合計 － ※9  △16

包括利益 － ※8  4,705

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 4,705

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 9,670 9,670

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,670 9,670

資本剰余金   

前期末残高 10,161 10,161

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,161 10,161

利益剰余金   

前期末残高 50,176 52,867

当期変動額   

剰余金の配当 △2,181 △2,181

当期純利益 4,872 4,722

当期変動額合計 2,690 2,540

当期末残高 52,867 55,407

自己株式   

前期末残高 △0 △0

当期変動額   

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △0 △1

株主資本合計   

前期末残高 70,006 72,697

当期変動額   

剰余金の配当 △2,181 △2,181

当期純利益 4,872 4,722

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 2,690 2,540

当期末残高 72,697 75,237
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △91 △105

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14 △6

当期変動額合計 △14 △6

当期末残高 △105 △111

為替換算調整勘定   

前期末残高 △17 △14

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 △10

当期変動額合計 2 △10

当期末残高 △14 △24

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △108 △120

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11 △16

当期変動額合計 △11 △16

当期末残高 △120 △136

少数株主持分   

前期末残高 21 16

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △16

当期変動額合計 △5 △16

当期末残高 16 －

純資産合計   

前期末残高 69,919 72,593

当期変動額   

剰余金の配当 △2,181 △2,181

当期純利益 4,872 4,722

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16 △32

当期変動額合計 2,674 2,507

当期末残高 72,593 75,101
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 8,975 8,351

減価償却費 2,232 2,168

のれん償却額 198 199

たな卸資産評価損 － 35

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △67

賞与引当金の増減額（△は減少） △335 403

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 978 △153

ポイント引当金の増減額（△は減少） △8 4

受取利息及び受取配当金 △73 △62

支払利息 21 22

有形固定資産廃棄損 103 20

有形固定資産売却損益（△は益） － △9

無形固定資産廃棄損 1,137 3

関係会社出資金譲渡損 － 10

無形固定資産評価損 0 1

ゴルフ会員権評価損 4 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 67

災害損失 － 67

売上債権の増減額（△は増加） 160 1,959

たな卸資産の増減額（△は増加） 490 1,125

前払年金費用の増減額（△は増加） 39 △64

その他の資産の増減額（△は増加） △397 195

仕入債務の増減額（△は減少） △2,774 △2,850

未払費用の増減額（△は減少） △332 0

未払事業税の増減額（△は減少） △9 1

未払消費税等の増減額（△は減少） △264 227

前受金の増減額（△は減少） 890 863

その他の負債の増減額（△は減少） △46 △211

その他 － △5

小計 10,991 12,304

利息及び配当金の受取額 73 64

利息の支払額 △21 △22

災害損失の支払額 － △7

法人税等の支払額 △4,478 △3,950

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,565 8,388
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 500 －

有形固定資産の取得による支出 △959 △154

有形固定資産の売却による収入 1 57

無形固定資産の取得による支出 △2,873 △3,653

無形固定資産の売却による収入 － 0

関係会社出資金の譲渡による収入 － 23

その他 58 224

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,274 △3,503

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △0

リース債務の返済による支出 △239 △312

配当金の支払額 △2,182 △2,181

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,421 △2,494

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 △9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 872 2,381

現金及び現金同等物の期首残高 23,346 24,219

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △0

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  24,219 ※1  26,599
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ５社 

 連結子会社の名称は、「第１ 企業

の概況 ４ 関係会社の状況」に記載し

ているため、省略しております。 

 なお、前連結会計年度まで連結の範

囲に含めておりましたＮＥＣインフロ

ンティアシステムサービス株式会社

は、平成21年４月１日付けで当社によ

る吸収合併により消滅したため、当連

結会計年度より連結の範囲から除いて

おります。 

連結子会社の数 ４社 

 連結子会社の名称 

  エヌデック㈱ 

  ＮＥＣフィールディングサポート

クルー㈱ 

  ＮＥＣフィールディングシステム

テクノロジー㈱ 

  ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北

京）有限公司 

 なお、前連結会計年度まで連結の範

囲に含めておりました日電飛鼎克系統

集成技術（北京）有限公司は、平成22

年４月30日に同社に対する持分を北京

嘉潤天地科技有限公司に譲渡したた

め、当連結会計年度より連結の範囲か

ら除いております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社はありませ

んので、該当事項はありません。 

        同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、ＮＥＣ飛鼎克

信息技術服務（北京）有限公司及び日電

飛鼎克系統集成技術（北京）有限公司を

除き、連結決算日と一致しております。 

  連結財務諸表の作成にあたっては、両

社についてはその決算日（12月31日）現

在の財務諸表を使用しております。ただ

し、連結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 連結子会社のうち、ＮＥＣ飛鼎克信息

技術服務（北京）有限公司の決算日は、

12月31日であります。 

  連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

 ただし、１月１日から連結決算日３月

31日までの期間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

①時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

  ②時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

②時価のないもの 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ロ たな卸資産 

①商品及び製品、原材料  

総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採

用しております。  

②仕掛品、貯蔵品 

個別法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用

しております。 

     同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

  イ 有形固定資産（リース資産を除

く） 

定率法 

ただし、アウトソーシング用資産

については定額法を採用しており

ます。  

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具   ５年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

       同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ロ 無形固定資産（リース資産を除

く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(最長５年)に基づいて償却し

ております。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除

く） 

同左 

  ハ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。  

ハ リース資産 

同左  

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

 当社及び連結子会社は、売上債

権、貸付金等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 当社及び連結子会社は、従業員

に対する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき当連結会

計年度末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

ロ 賞与引当金 

同左  

  ハ 役員賞与引当金 

 当社は、役員に対する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

ハ 役員賞与引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ニ 退職給付引当金 

 当社及び連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を退職給付

引当金または前払年金費用として

計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による

定額法により費用処理しておりま

す。  

ニ 退職給付引当金 

 当社及び連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を退職給付

引当金または前払年金費用として

計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による

定額法により費用処理しておりま

す。  

   数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしており

ます。 

  数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしており

ます。 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響はありません。  

────── 

  ホ ポイント引当金 

 顧客に付与されたポイントの使

用による費用発生に備えるため、

当連結会計年度末において将来使

用されると見込まれる額を計上し

ております。 

ホ ポイント引当金 

同左   
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (4）重要な収益及び費用の計上基準 (4）重要な収益及び費用の計上基準 

  完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる

工事  

  工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法） 

ロ その他の工事 

  工事完成基準  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる

工事  

  工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法） 

ロ その他の工事 

  工事完成基準 

  （会計方針の変更）  

 請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、当連結会計年度よ

り、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号 平成19年12月

27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第18号 平成19年12月27日）を適用

し、当連結会計年度に着手した工事契

約から、当連結会計年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基準

を適用しております。 

 これにより、売上高は89百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益は、それぞれ14百万円

増加しております。なお、セグメント

情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 

────── 

  (5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、在外子会社等の決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (6）のれんの償却方法及び償却期間 

────── 

(6）のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、５年間の

定額法により償却を行っております。 

  (7）連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

────── 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び用意に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっていま

す。  

  (8）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

(8）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

────── 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行って

おります。  

────── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

────── 

８．金額の表示方法  金額は百万円未満を切り捨てて表示し

ております。 

同左 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 ──────   （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ5百万

円、税金等調整前当期純利益は72百万円減少しておりま

す。  

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （連結損益計算書）  

 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「為替差損」は、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れる「為替差損」は11百万円であります。 

【追加情報】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※  「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金効

率向上をはかるための資金集中管理システムの当連

結会計年度末残高であります。 

※            同左 
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（連結損益及び包括利益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

(1）給料手当 11,904百万円 

(2）賞与引当金繰入額 1,091  

(3）退職給付費用 764  

(1）給料手当 11,998百万円 

(2）賞与引当金繰入額 1,267  

(3）退職給付費用 702  

※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は 百

万円であります。 

71

※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は 百

万円であります。 

18

※３  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性

の低下による簿価切下額 

※３  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性

の低下による簿価切下額 

売上原価 155百万円 売上原価 605百万円 

特別損失 35百万円 

      特別損失の35百万円は、当社の連結子会社ＮＥ

Ｃ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司が、たな

卸資産の評価方法及び基準を新たに規定化し、同

基準に基づき評価を行った結果発生した評価損で

あります。  

※４  事務所移転費用は、分散ロスの解消等を目的と

し、当社東京ブロックに所属する各部門の事務所

を、東京都港区芝浦に統合した際に発生した移転

費用であります。 

 ４         ────── 

※５  事業統合費用は、当社グループの経営効率化を

図るため、当社と子会社ＮＥＣインフロンティア

システムサービス㈱の営業拠点等の統合作業を行

ったことに伴うものであります。 

 ５         ────── 

※６  現在開発中の次世代コールセンターの開発方針

の変更に伴い発生した不要ソフトウェア資産の廃

棄費用であります。 

 ６         ────── 

 ７         ────── ※７  災害による損失は平成23年３月11日に発生した

東日本大震災によるもので、主な内訳は以下のと

おりであります。 

    資産の減失損失 29百万円 

    原状回復費用等 21百万円 

    現地支援費用等 16百万円 

 ８         ────── ※８  当連結会計年度の直前連結会計年度における包

括利益 

    

親会社株主に係る包括利益  百万円 4,861

少数株主に係る包括利益    △5

    4,855

 ９         ────── ※９  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるそ

の他の包括利益 

    

その他有価証券評価差額金   百万円 △14

為替換算調整勘定     2

     △11
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前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  54,540,000  －  －  54,540,000

合計  54,540,000  －  －  54,540,000

自己株式         

普通株式  528  －  －  528

合計  528  －  －  528

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年５月29日 

取締役会 
普通株式  1,090  20 平成21年３月31日 平成21年６月９日 

平成21年10月29日 

取締役会 
普通株式  1,090  20 平成21年９月30日 平成21年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年５月26日 

取締役会 
普通株式  1,090 利益剰余金  20 平成22年３月31日 平成22年６月７日
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当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加124株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  54,540,000  －  －  54,540,000

合計  54,540,000  －  －  54,540,000

自己株式         

普通株式  528  124  －  652

合計  528  124  －  652

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年５月26日 

取締役会 
普通株式  1,090  20 平成22年３月31日 平成22年６月７日 

平成22年10月27日 

取締役会 
普通株式  1,090  20 平成22年9月30日 平成22年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年5月17日 

取締役会 
普通株式  1,090 利益剰余金  20 平成23年３月31日 平成23年５月31日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在） 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

現金及び預金勘定 6,617

関係会社預け金 17,601

現金及び現金同等物 24,219

現金及び預金勘定 5,997

関係会社預け金 20,602

現金及び現金同等物 26,599

 ２ 重要な非資金取引の内容 

   当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ 

百万円及び 百万円であります。 328 330

 ２ 重要な非資金取引の内容 

   当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ 

百万円及び 百万円であります。 189 191
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

ファイナンス・リース取引  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引  

 ① リース資産の内容 

 （ア）有形固定資産 

   社内ＩＴ設備（工具、器具及び備品）でありま

す。 

ファイナンス・リース取引  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引  

 ① リース資産の内容 

 （ア）有形固定資産 

同左 

  （イ）無形固定資産 

    ソフトウェアであります。 

  （イ）無形固定資産 

同左 

 ② リース資産の減価償却の方法 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 

 ② リース資産の減価償却の方法 

同左 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。 

同左 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

建物及び構築物  7  7  0

工具、器具及び
備品  1,695  1,092  603

車両及び運搬具  3  2  0

ソフトウェア  15  7  7

合計  1,722  1,110  611

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具、器具及び
備品  1,236  1,007  228

車両及び運搬具  3  3 －

ソフトウェア  15  11  4

合計  1,255  1,022  232

  (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 387百万円 

１年超 241百万円 

合計 628百万円 

１年内 216百万円 

１年超 25百万円 

合計 241百万円 

  (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

  (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 665百万円 

減価償却費相当額 632百万円 

支払利息相当額 22百万円 

支払リース料 397百万円 

減価償却費相当額 378百万円 

支払利息相当額 10百万円 

  (4)減価償却費相当額の算定方法   (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

  (5)利息相当額の算定方法   (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金融資産で運用を行うこ

ととしております。資金調達については、策定された資金計画に基づき、所要資金の使途を勘案のうえ、金

融機関からの長短借入金、株式の発行、社債の発行等によりこれを行うこととしております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。  

 投資有価証券は、主に満期があるその他有価証券（債券）及び取引先企業との業務上の関係を有する企業

の株式であり、市場価格の変動リスクや当該企業の業績変動リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。  

 ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、償還日は決算日後、最長で約５年後であります。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社及び連結子会社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理  

 当社及び連結子会社は、市場価格のある投資有価証券については、定期的に時価を把握し、保有意義を継

続的に見直しております。 

③ 株式発行体の業績変動リスクの管理  

 当社及び連結子会社は、市場価格のない投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務

状況等を把握し、当該企業との関係を勘案して保有意義を継続的に見直しております。 

④ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社及び連結子会社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を適度な水準に維持す

ることなどにより、流動性リスクを管理しております。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。  

２．金融商品の時価等に関する事項 

  平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。  

  

（金融商品関係）

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価

（百万円） 
差額

（百万円） 

(1）現金及び預金  6,617  6,617  －

(2）関係会社預け金  17,601  17,601  －

(3）受取手形及び売掛金  42,502  42,502  －

(4）投資有価証券  822  822  －

資産計  67,543  67,543  －

(1）支払手形及び買掛金  20,526  20,526  －

(2）リース債務（流動負債）  287  304  17

(3）リース債務（固定負債）  569  565  △4

負債計  21,383  21,396  12

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 61 -



（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産  

(1)現金及び預金、(2)関係会社預け金、(3)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。  

(4)投資有価証券 

 当社が保有する投資有価証券のうち、時価のあるものは満期があるその他有価証券（債券）であり、こ

れらは取引金融機関から提示された価格によっております。    

負 債  

(1)支払手形及び買掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(2)リース債務（流動負債）、(3)リース債務（固定負債）  

 これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。  

   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資

有価証券」には含めておりません。 

   ３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額  

  

   ４．リース債務の連結決算日後の返済予定額 

     連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。 

（追加情報）  

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

  

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

 非上場株式                24 

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 

５年以内 

（百万円） 

５年超 

10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

現金及び預金 6,617 －  － －

関係会社預け金 17,601 －  － －

受取手形及び売掛金 42,501 0  － －

投資有価証券  

その他有価証券のうち満期が
あるもの 

 

債券 － －  － 1,000

合計 66,721 0  － 1,000
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当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金融資産で運用を行うこ

ととしております。資金調達については、策定された資金計画に基づき、所要資金の使途を勘案のうえ、金

融機関からの長短借入金、株式の発行、社債の発行等によりこれを行うこととしております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。  

 投資有価証券は、主に満期があるその他有価証券（債券）及び取引先企業との業務上の関係を有する企業

の株式であり、市場価格の変動リスクや当該企業の業績変動リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。  

 ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、償還日は決算日後、最長で約５年後であります。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社及び連結子会社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理  

 当社及び連結子会社は、市場価格のある投資有価証券については、定期的に時価を把握し、保有意義を継

続的に見直しております。 

③ 株式発行体の業績変動リスクの管理  

 当社及び連結子会社は、市場価格のない投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務

状況等を把握し、当該企業との関係を勘案して保有意義を継続的に見直しております。 

④ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社及び連結子会社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を適度な水準に維持す

ることなどにより、流動性リスクを管理しております。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。  

２．金融商品の時価等に関する事項 

  平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。  

  

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価

（百万円） 
差額

（百万円） 

(1）現金及び預金  5,997  5,997  －

(2）関係会社預け金  20,602  20,602  －

(3）受取手形及び売掛金  40,525  40,525  －

(4）投資有価証券  812  812  －

資産計  67,937  67,937  －

(1）支払手形及び買掛金  17,723  17,723  －

(2）リース債務（流動負債）  344  358  13

(3）リース債務（固定負債）  415  409  △6

負債計  18,484  18,490  6
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産  

(1)現金及び預金、(2)関係会社預け金、(3)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。  

(4)投資有価証券 

 当社が保有する投資有価証券のうち、時価のあるものは満期があるその他有価証券（債券）であり、こ

れらは取引金融機関から提示された価格によっております。    

負 債  

(1)支払手形及び買掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(2)リース債務（流動負債）、(3)リース債務（固定負債）  

 これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。  

   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資

有価証券」には含めておりません。 

   ３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額  

  

   ４．リース債務の連結決算日後の返済予定額   

     連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。 

  

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

 非上場株式                 24

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 

５年以内 

（百万円） 

５年超 

10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

現金及び預金 5,997 －  － －

関係会社預け金 20,602 －  － －

受取手形及び売掛金 40,525 0  － －

投資有価証券  

その他有価証券のうち満期が
あるもの 

 

債券 － －  － 1,000

合計 67,125 0  － 1,000
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前連結会計年度（平成22年３月31日） 

その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 24百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

    

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  －  －  －

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  －  －  －

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  822  1,000  △177

(3）その他  －  －  －

小計  822  1,000  △177

合計  822  1,000  △177
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当連結会計年度（平成23年３月31日） 

その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 24百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

    

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  －  －  －

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  －  －  －

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  812  1,000  △187

(3）その他  －  －  －

小計  812  1,000  △187

合計  812  1,000  △187

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 66 -



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）及び当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成

23年３月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、確定給付企業年金制度及び退職一時金制

度を設けております。また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合もあります。 

  当社は、平成19年10月1日付けで、退職一時金制度の将来分の一部について、確定給付型の退職年金制度から確

定拠出年金制度へ移行しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  前連結会計年度
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（平成23年３月31日） 

(1）退職給付債務（百万円）  △52,361  △52,558

(2）年金資産（百万円）（退職給付信託を含む）  41,244  41,785

(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2)（百万円）  △11,117  △10,773

(4）未認識数理計算上の差異（百万円）  16,108  15,233

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円）  △8,570  △7,821

(6）連結貸借対照表計上額純額 (3)＋(4)＋(5)（百万円）  △3,579  △3,361

(7）前払年金費用（百万円）  12,655  12,720

(8）退職給付引当金 (6)－(7)（百万円）  △16,235  △16,082

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 （注）１．未認識過去勤務債務（債務の減額）は、平成

16年１月１日に厚生年金基金の代行部分の返

上及び厚生年金基金から企業年金基金への移

行の認可を受け、確定給付型の企業年金基金

制度へ移行したこと及び退職金制度の改定を

行ったことにより発生したもの、並びに平成

19年10月１日に従来の確定給付型年金制度を

改訂し、また、将来分の一部に確定拠出型年

金制度等を導入し、「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」（企業会計基準適用指

針第1号平成14年１月31日）を適用したこと

によるものであります。 

 （注）１．      同左 

 （注）２．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 

 （注）２．       同左 
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３．退職給付費用に関する事項 

 （注）「(6)その他」は、主に確定拠出年金への掛金支払額であります。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  前連結会計年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

退職給付費用（百万円）  3,939  3,598

(1）勤務費用（百万円）  2,057  2,038

(2）利息費用（百万円）  1,256  1,262

(3）期待運用収益（百万円）  △865  △1,088

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △749  △749

(5）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
 1,654  1,454

(6）その他（百万円）  585  679

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 （注） 過去勤務債務の費用処理額については、「２．

退職給付債務に関する事項」の(注)１に記載の

過去勤務債務に係る費用処理額であります。 

 （注）         同左 

  前連結会計年度
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（平成23年３月31日） 

(1）割引率（％）    2.5    2.5

(2）期待運用収益率（％） 当 社  2.75 当 社  3.0

  子会社  3.0 子会社  5.0

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年） ～  14 17 ～  14 17

(5）数理計算上の差異の処理年数（年）  ～    12 18  ～    12 18
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前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）及び当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23

年３月31日） 

 該当事項はありません。   

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

（単位：百万円）

(繰延税金資産)     

賞与引当金 2,005  

未払事業税 199  

退職給付引当金 1,844  

たな卸資産評価損 4,175  

その他 1,194  

繰延税金資産小計 9,419  

評価性引当額 △251  

繰延税金資産合計 9,168  

繰延税金資産の純額 9,168  

（単位：百万円）

(繰延税金資産)     

賞与引当金 2,168  

未払事業税 202  

退職給付引当金 1,772  

たな卸資産評価損 4,420  

その他 1,270  

繰延税金資産小計 9,834  

評価性引当額 △253  

繰延税金資産合計 9,581  

繰延税金資産の純額 9,581  

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

（単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 6,755  

固定資産－繰延税金資産 2,412  

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

（単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 7,223  

固定資産－繰延税金資産 2,357  

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率  40.7

（調整）   

地方税の均等割額  2.0

永久否認額（交際費等）  1.4

評価性引当金の増減額  2.3

その他      △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率  45.8

  （％）

法定実効税率  40.7

（調整）   

地方税の均等割額  2.0

永久否認額（交際費等）  0.3

評価性引当金の増減額  0.0

その他      0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  43.5

（企業結合等関係）
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当連結会計年度末（平成23年３月31日） 

  

 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

イ 当該資産除去債務の概要 

 事務所等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.3％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。 

  

ハ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

  

（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用したことによる期首時点における残高であります。  

  

   前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 当社及び連結子会社は、重要な賃貸等不動産を保有していないため、賃貸等不動産の時価等に関する注記を省

略しております。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号

平成20年11月28日）を適用しております。 

  

   当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 当社及び連結子会社は、重要な賃貸等不動産を保有していないため、賃貸等不動産の時価等に関する注記を省

略しております。 

   

（資産除去債務関係）

 期首残高（注） 百万円97

 有形固定資産の取得に伴う増加額   30

 時の経過による調整額   1

 期末残高   129

（賃貸等不動産関係）

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 70 -



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

  （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、サービスの系列、市場の類似性等を考慮しております。 

２．各区分に属する主要品目 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

６．会計方針の変更 

   （工事契約に関する会計基準） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(4)に記載のとおり、当連結会計年度より

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、フィールディング・ソリューション事業で売上高が89百万円増

加し、営業利益が14百万円増加しております。   

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  97,902  92,993  190,895  －  190,895

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 0  －  0 (0)  －

計  97,902  92,993  190,896 (0)  190,895

営業費用  82,117  90,396  172,514  8,186  180,701

営業利益  15,784  2,596  18,381 (8,186)  10,194

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産  47,819  34,028  81,848  50,157  132,006

減価償却費  1,269  834  2,104  128  2,232

資本的支出  2,395  1,753  4,149  189  4,338

事業区分 主要品目 

プロアクティブ・メンテナンス事業 保守サービス 

フィールディング・ソリューション事業 
システム展開サービス、サプライサービス、 

運用サポートサービス 

消去又は全社の項目に含めた 
配賦不能営業費用の金額（百万円） 

主な内容

 8,186
当社の総務部門・経理部門等の一般管理

部門に係る費用であります。 
  

消去又は全社の項目に含めた 
全社資産の金額（百万円） 

主な内容

 51,187

当社での余資運用資金（現金及び預金、

関係会社預け金）、長期投資資金（投資

有価証券）、繰延税金資産及び一般管理

部門に係る資産であります。 
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前連結会計年度（自平成21年４月1日 至平成22年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成21年４月1日 至平成22年３月31日） 

  海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案する複数の事業推進本部を設

置し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社の事業は、事業推進本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されてお

り、「保守サービス」、「システム展開サービス」、「サプライサービス」及び「運用サポートサービス」の

４つを報告セグメントとしております。 

「保守サービス」は、ＩＴシステムに関する保守・修理サービスを提供しております。 

「システム展開サービス」は、ＩＴシステムの導入支援、セットアップ、移設、増設、撤去作業並びにネット

ワークシステム構築、及び電源・空調・耐震設備・セキュリティシステム等の設置サービスを提供しておりま

す。 

「サプライサービス」は、コンピュータ用品、ＯＡ機器、ソフトウェア等を販売しております。 

「運用サポートサービス」は、ＩＴシステムの運用・管理代行等のサポートサービスを提供しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は営業損失の数値であります。 

 報告セグメントの資産は、たな卸資産の数値であります。  

 セグメント間の内部収益は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

   （単位：百万円）

  

報告セグメント

合計
保守サービス

システム展開
サービス 

サプライサー
ビス 

運用サポート
サービス 

売上高         

外部顧客への売上高  97,902  33,621  40,152  19,219  190,895

セグメント間の内部売
上高又は振替高  0  －  5  0  6

計  97,902  33,621  40,158  19,220  190,902

セグメント利益  15,784  553  333  1,709  18,381

セグメント資産  21,108  437  2,370  42  23,959
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当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

  

  

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

  

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の総務部門・経理部門等の一般管理部門に係る費用であ

ります。 

  

（注）全社資産は、報告セグメントに帰属しない資産であります。 

   

   （単位：百万円）

  

報告セグメント

合計
保守サービス

システム展開
サービス 

サプライサー
ビス 

運用サポート
サービス 

売上高         

外部顧客への売上高  95,569  30,627  43,541  19,369  189,107

セグメント間の内部売
上高又は振替高  0  －  8  0  10

計  95,569  30,627  43,550  19,369  189,117

セグメント利益又は損失

（△） 
 14,502  △866  477  1,851  15,964

セグメント資産  20,365  473  1,814  63  22,716

  （単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 190,902 189,117

セグメント間取引消去 △6 △10

連結財務諸表の売上高 190,895 189,107

  （単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 18,381 15,964

全社費用（注） △8,186 △7,962

連結財務諸表の営業利益 10,194 8,002

  （単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 23,959 22,716

全社資産（注） 108,046 110,073

連結財務諸表の資産合計 132,006 132,790
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当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報  

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

該当事項はありません。    

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

    

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

（追加情報） 

  当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及

び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適

用しております。 

  

    

【関連情報】

  （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント

日本電気株式会社 103,549

保守サービス、システム展開サ

ービス、サプライサービス、運

用サポートサービス  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

  （単位：百万円）

  保守サービス
システム展開サ

ービス  
サプライサービ

ス  
運用サポートサ

ービス  
合計

当期償却額 97  81  9  9  199

当期末残高 119  102  12  12  246

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）  

１．関連当事者との取引  

  連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と

同様に決定しております。 

２．関係会社預け金を除く上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。 

３．「議決権等の所有（被所有）割合（％）」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が日

本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）に

対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、「67.10％」の内数を示したも

のであります。  

  

【関連当事者情報】

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％） 

関連当事者との
関係 
  

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 日本電気㈱ 
東京都

港区 
 397,199

SI/サービ

ス、ソフト

ウェア、サ

ーバ、パソ

コン等のハ

ードウェア

を含む「IT

ソリューシ

ョン」事業

及び携帯電

話からブロ

ードバンド

ネットワー

ク製品、社

会インフラ

を含む「ネ

ットワーク

ソリューシ

ョン」事業

等 

(被所有) 

67.10 

（29.88） 

機器の保守・

修理及び設置

等の受託、保

守部品、サプ

ライ品（消耗

品）等の仕入 

  

役員の兼任 

3人  

機器の保

守・設置、

サプライ品

の販売 

 104,977

受取手

形及び

売掛金 

23,255

前受金 2,597

製品、部材

の仕入 
 23,820

支払手

形及び

買掛金 

3,710

資金

の寄

託 

預入  322,925

関係会

社預け

金 

17,000

払出  320,925

受取

利息 
 69
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(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。 

   ２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 (1) 親会社情報 

  日本電気株式会社（株式会社東京証券取引所、株式会社大阪証券取引所、株式会社名古屋証券取引所、証券会員

制法人福岡証券取引所、証券会員制法人札幌証券取引所に上場）  

 (2) 重要な関連会社の要約財務情報 

  該当事項はありません。 

   

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％） 

関連当事者と
の関係 

  
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

同一の

親会社

を持つ

会社 

ＮＥＣイン

フロンティ

ア㈱ 

東京都

千代田

区 

 10,331

企業ネット

ワークコミ

ュニケーシ

ョン事業、

流通情報シ

ステムおよ

び各業種・

業態向け端

末事業 

 －

機器の保

守・修理及

び設置等の

受託 

機器の保守・

修理及び設置

等の受託 

 8,060

受取手

形及び

売掛金 

1,677

同一の

親会社

を持つ

会社 

  

ＮＥＣファ

シリティー

ズ㈱ 

  

東京都

港区 
 240

土木建築そ

の他各種工

事の設計、

請負、監督

及び施工 

不動産の管

理、売買、

賃貸借、仲

介、分譲、

保守及び修

理 

  

 －
不動産の賃

借等 

不動

産の

賃借 

  

敷金・保

証金の差

入 

 284

差入保

証金 
1,865

敷金・保

証金の返

還 

 228

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 76 -



当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）  

１．関連当事者との取引  

  連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と

同様に決定しております。 

２．関係会社預け金を除く上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。 

３．「議決権等の所有（被所有）割合（％）」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が日

本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）に

対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、「67.11％」の内数を示したも

のであります。  

  

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％） 

関連当事者との
関係 
  

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 日本電気㈱ 
東京都

港区 
 397,199

SI/サービ

ス、ソフト

ウェア、サ

ーバ、パソ

コン等のハ

ードウェア

を含む「IT

ソリューシ

ョン」事業

及び携帯電

話からブロ

ードバンド

ネットワー

ク製品、社

会インフラ

を含む「ネ

ットワーク

ソリューシ

ョン」事業

等 

(被所有) 

67.11

（29.88） 

機器の保守・

修理及び設置

等の受託、保

守部品、サプ

ライ品（消耗

品）等の仕入 

  

役員の兼任 

3人  

機器の保

守・設置、

サプライ品

の販売 

 103,330

受取手

形及び

売掛金 

22,514

前受金 3,088

製品、部材

の仕入 
 27,755

支払手

形及び

買掛金 

3,177

資金

の寄

託 

預入  456,185

関係会

社預け

金 

20,000

払出  453,185

受取

利息 
 59
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(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。 

   ２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 (1) 親会社情報 

  日本電気株式会社（株式会社東京証券取引所、株式会社大阪証券取引所、株式会社名古屋証券取引所、証券会員

制法人福岡証券取引所、証券会員制法人札幌証券取引所に上場）  

 (2) 重要な関連会社の要約財務情報 

  該当事項はありません。 

   

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％） 

関連当事者と
の関係 

  
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

同一の

親会社

を持つ

会社 

ＮＥＣイン

フロンティ

ア㈱ 

東京都

千代田

区 

 10,331

企業ネット

ワークコミ

ュニケーシ

ョン事業、

流通情報シ

ステム及び

各業種・業

態向け端末

事業 

 －

機器の保

守・修理及

び設置等の

受託 

  

役員の兼任 

1人  

機器の保守・

修理及び設置

等の受託 

 7,476

受取手

形及び

売掛金 

1,503

同一の

親会社

を持つ

会社 

  

ＮＥＣファ

シリティー

ズ㈱ 

  

東京都

港区 
 240

土木建築そ

の他各種工

事の設計、

請負、監督

及び施工 

不動産の管

理、売買、

賃貸借、仲

介、分譲、

保守及び修

理 

  

 －
不動産の賃

借等 

不動

産の

賃借 

  

敷金・保

証金の差

入 

 9

差入保

証金 
1,698

敷金・保

証金の返

還 

 177
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,330.73円 

１株当たり当期純利益金額 89.34円 

１株当たり純資産額 1,377.01円 

１株当たり当期純利益金額 86.58円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左 

  
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（百万円）  4,872  4,722

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  4,872  4,722

普通株式の期中平均株式数（株）  54,539,472  54,539,371

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 79 -



   

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（子会社出資金の譲渡）  

 当社は、平成22年４月27日開催の取締役会において、

当社の連結子会社であるＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北

京）有限公司が、日電飛鼎克系統集成技術（北京）有限

公司に対する出資の全部（67％）を北京嘉潤天地科技有

限公司に譲渡することを決議いたしました。 

 (1)譲渡の理由 

 当社グループは中国事業の更なる拡大に向け、今後

は中国に進出した日本企業向け新規市場の開拓に注力

する方針であります。一方、ＮＥＣ飛鼎克信息技術服

務（北京）有限公司と北京嘉潤天地科技有限公司との

共同出資により設立した日電飛鼎克系統集成技術（北

京）有限公司は、設立当初より中国ローカル市場を主

たる事業領域としてきたため、日電飛鼎克系統集成技

術（北京）有限公司への出資金を北京嘉潤天地科技有

限公司に譲渡し、ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）

有限公司の生産資源の日本企業向け事業への集中を図

ることといたしました。  

 (2)譲渡する相手会社の名称及び事業内容 

  ①商号：     北京嘉潤天地科技有限公司 

  ②主な事業内容：  ネットワークの設備工事及び販売 

 (3)当該子会社の名称及び事業内容 

  ①商号：     日電飛鼎克系統集成技術（北京）

有限公司 

  ②主な事業内容：  コンピュータ機器の販売 

 (4)譲渡時期 

  平成22年４月30日     

 (5)譲渡価額及び譲渡損益  

  ・譲渡価額：1,700千人民元（約22百万円） 

  ・譲渡損失： 830千人民元（約11百万円）  

────── 
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 該当事項はありません。 

  

 （注）１．平均利率については、期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

  

（注）当期増加額には、適用初年度の期首における既存資産の帳簿価額に含まれる費用（97百万円）を含んでおりま

す。 

  

当連結会計年度における四半期情報 

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務  287  344  2.5 －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除
く。）  569  415  2.7 平成24年～28年  

合計  857  760  － －

  
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

リース債務  223  123  55  13

【資産除去債務明細表】

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

事務所等の不動産賃貸借契約
に伴う原状回復義務等 

－  129  －  129

（２）【その他】

  

第１四半期 

自平成22年４月１日 

至平成22年６月30日 

第２四半期 

自平成22年７月１日 

至平成22年９月30日 

第３四半期 

自平成22年10月１日 

至平成22年12月31日 

第４四半期 

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日

売上高（百万円）  43,161  47,827  45,007  53,110

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円） 
 1,287  2,303  1,856  2,903

四半期純利益金額 

（百万円） 
 720  1,339  1,083  1,578

１株当たり四半期純利益金

額（円） 
 13.21  24.56  19.87  28.95
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,890 5,101

関係会社預け金 ※2  17,000 ※2  20,000

受取手形 2,045 1,968

売掛金 ※1  39,824 ※1  38,033

リース投資資産 24 18

商品及び製品 2,404 1,804

仕掛品 1,183 999

原材料 20,219 19,793

前払費用 1,715 1,916

繰延税金資産 6,558 7,034

その他 521 245

貸倒引当金 △61 △74

流動資産合計 97,326 96,841

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,605 6,060

減価償却累計額 △3,050 △3,437

建物（純額） 2,555 2,623

構築物 199 194

減価償却累計額 △160 △159

構築物（純額） 38 35

工具、器具及び備品 3,167 3,142

減価償却累計額 △2,865 △2,857

工具、器具及び備品（純額） 302 284

土地 1,144 1,097

リース資産 1,138 1,343

減価償却累計額 △354 △653

リース資産（純額） 783 689

有形固定資産合計 4,824 4,730

無形固定資産   

のれん 443 246

商標権 2 2

ソフトウエア 3,396 2,956

ソフトウエア仮勘定 3,651 5,911

その他 43 44

無形固定資産合計 7,537 9,161

投資その他の資産   

投資有価証券 846 836
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

関係会社株式 458 458

関係会社出資金 200 230

従業員に対する長期貸付金 1 －

破産更生債権等 422 341

長期前払費用 23 1

繰延税金資産 2,288 2,213

差入保証金 3,636 3,428

前払年金費用 12,584 12,638

その他 201 234

貸倒引当金 △379 △303

投資その他の資産合計 20,284 20,081

固定資産合計 32,646 33,973

資産合計 129,972 130,815

負債の部   

流動負債   

支払手形 882 756

買掛金 ※1  19,153 ※1  16,326

リース債務 273 327

未払金 1,497 1,558

未払費用 2,606 2,638

未払法人税等 2,199 2,323

前受金 ※1  9,583 ※1  10,434

預り金 258 252

賞与引当金 4,570 4,985

役員賞与引当金 17 18

ポイント引当金 3 7

流動負債合計 41,048 39,630

固定負債   

リース債務 546 399

退職給付引当金 16,065 15,903

資産除去債務 － 129

その他 437 243

固定負債合計 17,048 16,675

負債合計 58,096 56,306
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,670 9,670

資本剰余金   

資本準備金 10,161 10,161

資本剰余金合計 10,161 10,161

利益剰余金   

利益準備金 275 275

その他利益剰余金   

別途積立金 41,948 41,948

繰越利益剰余金 9,927 12,566

利益剰余金合計 52,150 54,789

自己株式 △0 △1

株主資本合計 71,981 74,619

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △105 △111

評価・換算差額等合計 △105 △111

純資産合計 71,875 74,508

負債純資産合計 129,972 130,815
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

プロアクティブ・メンテナンス事業売上高 97,762 95,436

フィールディング・ソリューション事業売上高 90,127 90,971

売上高合計 ※1  187,889 ※1  186,408

売上原価   

プロアクティブ・メンテナンス事業売上原価   

当期製造原価 77,735 ※2  75,881

合計 77,735 75,881

プロアクティブ・メンテナンス事業売上原価 77,735 75,881

フィールディング・ソリューション事業売上原価   

期首商品及び製品たな卸高 1,476 1,576

当期商品及び製品仕入高 34,891 38,399

当期製造原価 41,538 ※2  41,091

合計 77,907 81,067

他勘定振替高 ※3  158 ※3  969

期末商品及び製品たな卸高 1,576 1,254

フィールディング・ソリューション事業売上
原価

76,172 78,843

売上原価合計 ※6  153,908 ※6  154,725

売上総利益   

プロアクティブ・メンテナンス事業売上総利益 20,026 19,554

フィールディング・ソリューション事業売上総利
益

13,954 12,127

売上総利益合計 33,981 31,682

販売費及び一般管理費 ※4, ※5  23,505 ※4, ※5  23,328

営業利益 10,475 8,354

営業外収益   

受取利息 ※1  70 ※1  59

受取配当金 35 1

保険事務手数料 44 43

販売報奨金 17 13

保険配当金 133 147

受取保険金 34 72

受取補償金 5 20

出向者退職給付費用調整益 － ※1  216

その他 114 29

営業外収益合計 454 606
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 20 21

固定資産廃棄損 49 18

関係会社育成支援費用 ※1  338 ※1  286

事業統合費用 ※8  156 －

事務所移転費用 ※7  201 －

その他 80 61

営業外費用合計 847 387

経常利益 10,083 8,573

特別損失   

抱合せ株式消滅差損 106 －

ソフトウエア除却損 ※9  1,135 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 67

災害による損失 － ※10  66

特別損失合計 1,241 134

税引前当期純利益 8,841 8,439

法人税、住民税及び事業税 3,600 4,016

法人税等調整額 453 △397

法人税等合計 4,053 3,619

当期純利益 4,788 4,820
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プロアクティブ・メンテナンス事業製造原価明細書 

 （注） 

  

【製造原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    9,965  12.4  9,645  12.4

Ⅱ 労務費    28,194  35.0  27,643  35.5

Ⅲ 経 費 ※１  17,802  22.1  17,226  22.1

Ⅳ 外注加工費    24,503  30.5  23,303  30.0

プロアクティブ・メンテ
ナンス事業当期製造費用    80,466  100.0  77,819  100.0

期首半製品及び仕掛品た
な卸高   －    －   

期首商品及び製品たな卸
高    934    828   

期首仕掛品たな卸高    70    90   

材料から半製品への振替
高   －    －   

合計    81,471    78,739   

期末半製品及び仕掛品た
な卸高   －    －   

期末商品及び製品たな卸
高    828    549   

期末仕掛品たな卸高    90    90   

他勘定振替高 ※２  2,815    2,216   

プロアクティブ・メンテ
ナンス事業当期製造原価    77,735    75,881   

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

原価計算の方法 原価計算の方法 

 機種グループ別に分類可能な保守作業については実際

総合原価計算を適用しており、それ以外については実際

個別原価計算を適用しております。 

 なお、当事業年度は比較的多額（総製造費用の ％超）

の原価差額が発生したため、 百万円を仕掛品へ配賦し

ております。 

1

62

 機種グループ別に分類可能な保守作業については実際

総合原価計算を適用しており、それ以外については実際

個別原価計算を適用しております。 

 なお、当事業年度は比較的多額（総製造費用の ％超）

の原価差額が発生したため、 百万円を仕掛品へ配賦し

ております。 

1

62

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

設備関係費 5,198百万円 

営業関係費 3,023  

物流等業務委託料 2,217  

通信費 525  

設備関係費 5,134百万円 

営業関係費 2,830  

物流等業務委託料 2,200  

通信費 534  

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 2,700百万円 

前払費用への振替 115  

販売費及び一般管理費 2,201百万円 

前払費用への振替 14  
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フィールディング・ソリューション事業製造原価明細書 

 （注） 

  

    
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    4,264  10.0  3,270  7.8

Ⅱ 労務費    9,874  23.2  10,808  25.8

Ⅲ 経 費 ※１  5,702  13.4  5,658  13.5

Ⅳ 外注加工費    22,787  53.4  22,104  52.9

フィールディング・ソリ
ューション事業当期製造
費用 

   42,629  100.0  41,843  100.0

期首仕掛品たな卸高    790    1,092   

合計    43,419    42,936   

期末仕掛品たな卸高    1,092    908   

他勘定振替高 ※２  788    935   

フィールディング・ソリ
ューション事業当期製造
原価 

   41,538    41,091   

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

原価計算の方法 原価計算の方法 

 製品別（サービス別）の実際個別原価計算を適用して

おります。 

同左 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

設備関係費 2,323百万円 

営業関係費 112  

物流等業務委託料 18  

通信費 867  

設備関係費 2,247百万円 

営業関係費 106  

物流等業務委託料 21  

通信費 795  

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 763百万円 

前払費用への振替 24百万円 

販売費及び一般管理費 757百万円 

前払費用への振替 177百万円 
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 9,670 9,670

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,670 9,670

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 10,161 10,161

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,161 10,161

資本剰余金合計   

前期末残高 10,161 10,161

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,161 10,161

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 275 275

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 275 275

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 39,748 41,948

当期変動額   

別途積立金の積立 2,200 －

当期変動額合計 2,200 －

当期末残高 41,948 41,948

繰越利益剰余金   

前期末残高 9,520 9,927

当期変動額   

別途積立金の積立 △2,200 －

剰余金の配当 △2,181 △2,181

当期純利益 4,788 4,820

当期変動額合計 406 2,638

当期末残高 9,927 12,566

利益剰余金合計   

前期末残高 49,544 52,150
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △2,181 △2,181

当期純利益 4,788 4,820

当期変動額合計 2,606 2,638

当期末残高 52,150 54,789

自己株式   

前期末残高 △0 △0

当期変動額   

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △0 △1

株主資本合計   

前期末残高 69,374 71,981

当期変動額   

剰余金の配当 △2,181 △2,181

当期純利益 4,788 4,820

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 2,606 2,638

当期末残高 71,981 74,619

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △91 △105

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14 △6

当期変動額合計 △14 △6

当期末残高 △105 △111

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △91 △105

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14 △6

当期変動額合計 △14 △6

当期末残高 △105 △111
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 69,283 71,875

当期変動額   

剰余金の配当 △2,181 △2,181

当期純利益 4,788 4,820

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14 △6

当期変動額合計 2,592 2,632

当期末残高 71,875 74,508
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。) 

(2）その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

  ②時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

②時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1）商品及び製品、原材料  

総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用して

おります。 

(2）仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用してお

ります。 

(1）商品及び製品、原材料  

同左 

  

  

  

(2）仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、アウトソーシング用資産に

ついては定額法を採用しておりま

す。  

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        ３～50年 

構築物       10～30年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(最長５年)に基づいて償却しており

ます。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産  

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(3）リース資産  

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当事業

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき当事業年

度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

(3）役員賞与引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を退職給付引

当金または前払年金費用として計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による定額

法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定

額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を退職給付引

当金または前払年金費用として計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による定額

法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定

額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。  

  （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響

はありません。  

────── 

  (5）ポイント引当金 

 顧客に付与されたポイントの使用

による費用発生に備えるため、当事

業年度末において将来使用されると

見込まれる額を計上しております。 

(5）ポイント引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

６．収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工

事  

  工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法） 

ロ その他の工事 

  工事完成基準 

（会計方針の変更）  

 請負工事に係る収益の計上基準に

ついては、従来、工事完成基準を適

用しておりましたが、当事業年度よ

り、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号 平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27

日）を適用し、当事業年度に着手し

た工事契約から、当事業年度末まで

の進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しておりま

す。 

 これにより、売上高は89百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ14百万円

増加しております。 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工

事  

  工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法） 

ロ その他の工事 

  工事完成基準 

────── 

７．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

８．金額の表示方法  金額は百万円未満を切り捨てて表示し

ております。 

同左 
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【会計処理方法の変更】

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ5百万

円、税引前当期純利益は72百万円減少しております。 

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

※１ 関係会社に関わる注記 ※１ 関係会社に関わる注記 

 関係会社に対する主な資産・負債は次のとおり

であります。 

 関係会社に対する主な資産・負債は次のとおり

であります。 

売掛金 23,256百万円 

買掛金 5,364  

前受金 2,597  

売掛金 22,515百万円 

買掛金 4,472  

前受金 3,088  

※２ 「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金

効率向上をはかるための資金集中管理システムの当

事業年度末残高であります。 

※２          同左 

2011/06/21 14:50:0210717178_有価証券報告書_20110621144915

- 96 -



（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係わるものが次のとおり含ま

れております。 

※１ 関係会社との取引に係わるものが次のとおり含ま

れております。 

関係会社への売上高 104,987百万円 

受取利息 69  

関係会社育成支援費用 338  

関係会社への売上高 103,342百万円 

受取利息 59  

出向者退職給付費用調整益 216  

関係会社育成支援費用 286  

 ２        ────── ※２ 当期製造原価には、関係会社に対する外部委託費

用や材料等の仕入高36,715百万円が含まれておりま

す。 

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

フィールディング・ソリューション事業 

販売費及び一般管理費 158百万円 

フィールディング・ソリューション事業 

販売費及び一般管理費 969百万円 

※４ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は ％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

65

35

※４ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は ％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

66

34

(1）給料手当 11,596百万円 

(2）賞与引当金繰入額 1,060  

(3）退職給付費用 754  

(4）減価償却費 1,421  

(5）賃借料 1,371  

(6）業務委託料 1,974  

(1）給料手当 11,684百万円 

(2）賞与引当金繰入額 1,231  

(3）退職給付費用 685  

(4）減価償却費 1,050  

(5）賃借料 1,210  

(6）業務委託料 1,991  

※５ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は 百

万円であります。 

71

※５ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は 百

万円であります。 

18

※６ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額 

※６ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額 

売上原価 155百万円 売上原価 605百万円 

※７ 事務所移転費用は、分散ロスの解消等を目的と

し、当社東京ブロックに所属する各部門の事務所

を、東京都港区芝浦に統合した際に発生した移転費

用であります。        

 ７        ──────        

※８ 事業統合費用は、当社グループの経営効率化を図

るため、当社と子会社ＮＥＣインフロンティアシス

テムサービス㈱の営業拠点等の統合作業を行ったこ

とに伴うものであります。        

 ８        ──────         

※９ 現在開発中の次世代コールセンターの開発方針の

変更に伴い発生した不要ソフトウェア資産の廃棄費

用であります。 

 ９        ──────  

 10        ──────  ※10  災害による損失は平成23年３月11日に発生した

東日本大震災によるもので、主な内訳は以下のと

おりであります。 

    資産の減失損失 百万円 

    原状回復費用等 百万円 

    現地支援費用等 百万円          

29

21

15
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前事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

当事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加124株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  528  －  －  528

合計  528  －  －  528

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  528  124  －  652

合計  528  124  －  652
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

ファイナンス・リース取引  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引  

 ① リース資産の内容 

  有形固定資産 

   社内ＩＴ設備（工具、器具及び備品）でありま

す。 

ファイナンス・リース取引  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引  

 ① リース資産の内容 

 （ア）有形固定資産 

同左 

  

  （イ）無形固定資産 

  ソフトウェアであります。 

  ② リース資産の減価償却の方法 

  重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 

  ② リース資産の減価償却の方法 

同左 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。 

同左 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物  7  7  0

工具、器具及
び備品  1,669  1,073  595

合計  1,677  1,081  595

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具、器具及
び備品  1,224  997  226

合計  1,224  997  226

 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 378百万円 

１年超 235百万円 

 合計 613百万円 

１年内 210百万円 

１年超 24百万円 

 合計 235百万円 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 652百万円 

減価償却費相当額 619百万円 

支払利息相当額 21百万円 

支払リース料 388百万円 

減価償却費相当額 369百万円 

支払利息相当額 10百万円 

 (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

 (5)利息相当額の算定方法  (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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 前事業年度（平成22年３月31日） 

子会社株式（貸借対照表計上額 百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。   

 当事業年度（平成23年３月31日） 

子会社株式（貸借対照表計上額 百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。 

   

  

（有価証券関係）

458

458

（税効果会計関係）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

（繰延税金資産）   

賞与引当金 1,860

未払事業税 195

退職給付引当金 1,725

たな卸資産評価損 4,175

その他 1,132

繰延税金資産小計 9,088

評価性引当額 △241

繰延税金資産合計 8,846

繰延税金資産の純額 8,846

（繰延税金資産）   

賞与引当金 2,029

未払事業税 202

退職給付引当金 1,639

たな卸資産評価損 4,420

その他 1,178

繰延税金資産小計 9,470

評価性引当額 △223

繰延税金資産合計 9,247

繰延税金資産の純額 9,247

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

（単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 6,558  

固定資産－繰延税金資産 2,288  

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

（単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 7,034  

固定資産－繰延税金資産 2,213  

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率  40.7

（調整）   

地方税の均等割額  2.0

永久否認額（交際費等）  1.2

評価性引当金の増減額  2.4

その他  △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  45.8

  （％）

法定実効税率  40.7

（調整）   

地方税の均等割額  1.9

永久否認額（交際費等）  0.9

評価性引当金の増減額  △0.2

その他  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率  42.9
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前事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

吸収合併 

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要 

 (1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

    ・結合企業の名称  ＮＥＣフィールディング株式会社 

    ・事業の内容    ＩＴシステムの導入・構築・運用・保守及びコンピュータ機器・用品の販売 

    ・被結合企業の名称 ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社 

    ・事業の内容    ＰＯＳシステム及びネットワークシステムの設置工事並びに保守 

 (2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

     当社を存続会社、ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社を消滅会社とする吸収合併であ

り、結合後企業の名称はＮＥＣフィールディング株式会社であります。なお、合併に伴う新株式の発行及

び資本金の増加はありません。  

 (3) 取引の目的を含む取引の概要 

     当社は、ＰＯＳシステム及びネットワークシステムの設置工事並びに保守に係る事業の体制強化を図る

ため、平成19年７月２日付でＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社を子会社化しております

が、このたび、更に迅速かつ効率的な事業展開を図るため、平成21年３月31日付で同社を完全子会社化

し、平成21年４月１日をもって同社を吸収合併いたしました。 

２．実施した会計処理の概要 

  当社がＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社より受け入れた資産及び負債は、連結財務諸表

上の帳簿価額の修正を含めた適正な帳簿価額により計上いたしました。また、当該子会社株式の帳簿価額と

増加株主資本との差額を「抱合せ株式消滅差損」として特別損失に計上いたしました。 

    

当事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

    

（企業結合等関係）
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当事業年度末（平成23年３月31日） 

  

 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

イ 当該資産除去債務の概要 

 事務所等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.3％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。 

  

ハ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

  

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用したことによる期首時点における残高であります。  

  

（資産除去債務関係）

 期首残高（注） 百万円97

 有形固定資産の取得に伴う増加額   30

 時の経過による調整額   1

 期末残高   129
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,317.87円 

１株当たり当期純利益金額 87.80円 

１株当たり純資産額 1,366.14円 

１株当たり当期純利益金額 88.39円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左 

  
前事業年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（百万円）  4,788  4,820

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  4,788  4,820

普通株式の期中平均株式数（株）  54,539,472  54,539,371

（重要な後発事象）
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【株式】 

【債券】 

  

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

投資有価証
券 

その他有
価証券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 

三和コンピュータ㈱  24,000  12

新興サービス㈱  20,000  10

㈱神戸コミュニティ・エクスチェン

ジ 
 50  2

ＮＥＣディスプレイソリューション

ズ㈱ 
 12  0

㈱システムプロデュース  300  0

小計  44,362  24

計  44,362  24

    銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

マルチコーラブル・円元本確保型・

クーポン日経平均リンク債 
 1,000  812

計  1,000  812
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（注）ソフトウエア仮勘定の当期増加額は主として業務プロセス改革（ＳＡＰ導入）のためのソフトウエア購入費用

及び開発費用であります。 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、貸倒引当金の洗替の結果減少した額であります。 

      

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物  5,605  503  48  6,060  3,437  363  2,623

構築物  199  0  5  194  159  4  35

工具、器具及び備品  3,167  97  121  3,142  2,857  109  284

土地  1,144  －  46  1,097  －  －  1,097

リース資産  1,138  205  －  1,343  653  298  689

建設仮勘定  －  481  481  －  －  －  －

有形固定資産計  11,255  1,288  705  11,838  7,108  775  4,730

無形固定資産               

のれん  640  －  －  640  394  197  246

商標権  14  0  －  14  11  0  2

ソフトウエア  11,132  954  149  11,937  8,981  1,356  2,956

ソフトウエア仮勘定  3,651  3,235  975  5,911  －  －  5,911

その他  63  4  1  66  21  1  44

無形固定資産計  15,501  4,195  1,126  18,570  9,408  1,556  9,161

長期前払費用  23  －  21  1  －  －  1

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  440  377  87  352  377

賞与引当金  4,570  4,985  4,570  －  4,985

役員賞与引当金  17  18  17  －  18

ポイント引当金  3  10  6  －  7
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① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．関係会社預け金 

 関係会社預け金は、 百万円であり、その内容については「２．財務諸表等 (1)財務諸表 注記事項

（貸借対照表関係）」に記載しております。 

ハ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  32

預金の種類   

当座預金  421

普通預金  4,643

別段預金  3

小計  5,068

合計  5,101

20,000

相手先 金額（百万円） 

ダイワボウ情報システム㈱  349

㈱アマダ  334

日本事務器㈱  219

萩原電気㈱  135

トッパン・フォームズ㈱  103

その他  825

合計  1,968

期日別 金額（百万円） 

平成23年４月  599

５月  538

６月  501

７月  239

８月  88

９月以降  0

合計  1,968
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ニ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ホ．商品及び製品 

相手先 金額（百万円） 

日本電気㈱  22,514

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱  2,116

ＮＥＣインフロンティア㈱  1,503

ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱  843

ＮＥＣネクサソリューションズ㈱  687

その他  10,368

合計  38,033

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

 39,824  195,706  197,496  38,033  83.9  72.6

品名 金額（百万円） 

商品    

用品購入製品  1,232

メディア購入製品  0

小計  1,232

製品   

メディア自製製品  21

 小計   21

半製品   

消耗部品  96

回転部品   453

小計  549

合計  1,804
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ヘ．仕掛品 

  

ト．原材料 

  

チ．繰延税金資産 

繰延税金資産は、 百万円であり、その内容については「２．財務諸表等 (1)財務諸表 注記事項（税

効果会計関係）」に記載しております。 

  

② 固定資産 

前払年金費用 

  

品名 金額（百万円） 

保守サービス仕掛品  90

システム展開サービス仕掛品  300

サプライサービス仕掛品  582

運用サポートサービス仕掛品  26

合計  999

品名 金額（百万円） 

消耗部品  4,551

回転部品  15,137

販売用部品  0

リユース部品  33

メディア材料  15

工事用材料  55

合計  19,793

7,034

区分 金額（百万円） 

退職給付債務  △34,946

年金資産  38,016

未認識数理計算上の差異  12,770

未認識数過去勤務債務  △3,202

合計  12,638
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③ 流動負債 

イ．支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

  

ロ．買掛金 

  

相手先 金額（百万円） 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱  124

ソフトバンクＢＢ㈱  84

㈱映像センター  68

大和計器㈱  47

ＮＥＣマグナスコミュニケーションズ㈱  34

その他  397

合計  756

期日別 金額（百万円） 

平成23年４月  289

５月  184

６月  258

７月  23

合計  756

相手先 金額（百万円） 

日本電気㈱  3,177

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱  1,684

エヌデック㈱  1,035

ダイワボウ情報システム㈱  665

ＮＥＣネッツエスアイ㈱  500

その他  9,263

合計  16,326
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ハ．前受金 

相手先別内訳 

④ 固定負債 

退職給付引当金 

  

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額（百万円） 

日本電気㈱  3,088

ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱  922

冨士ゼロックスマニュファクチュアリング㈱  665

ＮＥＣネクサソリューションズ㈱  575

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱  495

その他  4,687

合計  10,434

区分 金額（百万円） 

退職給付債務  15,356

年金資産  △1,694

未認識数理計算上の差異  △2,377

未認識過去勤務債務  4,619

合計  15,903

（３）【その他】
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（注）当社定款の定めにより、当社株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる権利

並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を行使

することができません。 

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 １００株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 

（特別口座） 

東京都中央区八重洲二丁目３番１号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 

（特別口座） 

大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 － 

買取手数料 株式の売買委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.fielding.co.jp 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

  事業年度（第54期）（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）平成22年６月21日関東財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

  平成22年６月21日関東財務局長に提出  

(3）四半期報告書及び確認書 

  （第55期第１四半期）（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）平成22年８月６日関東財務局長に提出

  （第55期第２四半期）（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）平成22年11月８日関東財務局長に提出

  （第55期第３四半期）（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）平成23年２月４日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書 

  平成22年６月23日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

    平成22年６月21日

ＮＥＣフィールディング株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 茂夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浜田  康  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 構  康二  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＮＥＣフィールディング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明
細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥ
Ｃフィールディング株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＮＥＣフィールディング株式

会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内

部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ
ない可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、ＮＥＣフィールディング株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

    平成23年６月20日

ＮＥＣフィールディング株式会社   

  取締役会 御中   

  有限責任 あずさ監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 茂夫  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浜田  康  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 構  康二  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＮＥＣフィールディング株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及
び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥ
Ｃフィールディング株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＮＥＣフィールディング株式

会社の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内

部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ
ない可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、ＮＥＣフィールディング株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

    平成22年６月21日

ＮＥＣフィールディング株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 茂夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浜田  康  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 構  康二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＮＥＣフィールディング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣフ

ィールディング株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

    平成23年６月20日

ＮＥＣフィールディング株式会社   

  取締役会 御中   

  有限責任 あずさ監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 茂夫  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浜田  康  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 構  康二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＮＥＣフィールディング株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第55期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣフ

ィールディング株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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